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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（成分Ａ）式（Ｉ）で表される構成繰り返し単位を有する重量平均分子量３，０００～
１００，０００の樹状の高分子化合物、
　（成分Ｂ）重合開始剤、及び
　（成分Ｃ）ラジカル重合性化合物、を含有することを特徴とする
　インクジェットインク組成物。
【化１】

（式（Ｉ）中、Ｒ1及びＲ2はそれぞれ独立に水素原子又は置換基を有していてもよい炭素
数１～６のアルキル基を表し、Ｒ1及びＲ2におけるアルキル基が有していてもよい置換基
は、ハロゲン原子、水酸基、アミノ基又は炭素数１～３のアルコキシル基であり、Ｒ3は
置換基を有していてもよい炭素数１～１２のアルキル基を表し、Ｒ3におけるアルキル基
が有していてもよい置換基は、アリール基、アルコキシル基、アリールオキシ基、アラル
キルオキシ基、ハロゲン原子、アリールアミノ基、アミノ基、カルバモイル基、ヒドロキ
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シル基、アシルオキシ基、アルコキシカルボニル基、アシルアミノ基、イミダゾリル基、
ピリジル基、イミダゾリウム基、ピリジニウム基又はアンモニオ基であり、Ｒ2とＲ3は連
結して５員環から７員環構造を形成してもよい。）
【請求項２】
　成分Ｃが、（成分Ｃ－１）単官能ラジカル重合性化合物を含有する、請求項１に記載の
インクジェットインク組成物。
【請求項３】
　成分Ｃ－１の含有量が成分Ｃの総重量の８０重量％以上である、請求項２に記載のイン
クジェットインク組成物。
【請求項４】
　成分Ｃ－１の含有量が成分Ｃの総重量の８５重量％以上である、請求項２又は３に記載
のインクジェットインク組成物。
【請求項５】
　成分Ｃが、２官能ラジカル重合性化合物を含有する、請求項１～４のいずれか１項に記
載のインクジェットインク組成物。
【請求項６】
　成分Ａの重量平均分子量が３，０００～６０，０００である、請求項１～５のいずれか
１項に記載のインクジェットインク組成物。
【請求項７】
　成分Ａが、多官能チオール化合物残基を含有する、請求項１～６のいずれか１項に記載
のインクジェットインク組成物。
【請求項８】
　成分Ａが、４価以上の多官能チオール化合物残基を含有する、請求項１～７のいずれか
１項に記載のインクジェットインク組成物。
【請求項９】
　成分Ａの分子量分布（重量平均分子量（Ｍｗ）／数平均分子量（Ｍｎ））が３以下であ
る、請求項１～８のいずれか１項に記載のインクジェットインク組成物。
【請求項１０】
　（成分Ｄ）着色剤を更に含有する、請求項１～９のいずれか１項に記載のインクジェッ
トインク組成物。
【請求項１１】
　成分Ｃが、（成分Ｃ－２）Ｎ－ビニル化合物を含有する、請求項１～１０のいずれか１
項に記載のインクジェットインク組成物。
【請求項１２】
　成分Ｃ－２が、Ｎ－ビニルカプロラクタムである、請求項１１に記載のインクジェット
インク組成物。
【請求項１３】
　成分Ａが、前記式（Ｉ）で表される構成繰り返し単位と式（II）で表される構成繰り返
し単位とを有する共重合体である、請求項１～１２のいずれか１項に記載のインクジェッ
トインク組成物。
【化２】

（式（II）中、Ｒ4は水素原子又は置換基を有していてもよい炭素数１～６のアルキル基
を表し、Ｒ4におけるアルキル基が有していてもよい置換基は、ハロゲン原子、水酸基、
アミノ基又は炭素数１～３のアルコキシル基であり、Ｒ5は置換基を有していてもよいア
ルキル基又は置換基を有していてもよいアリール基を表し、Ｒ5におけるアルキル基及び
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アリール基が有していてもよい置換基は、アルキル基、アリール基、アルコキシル基、ア
リールオキシ基、ハロゲン原子、アルキルアミノ基、アリールアミノ基、アミノ基、カル
バモイル基、ヒドロキシル基、アシルオキシ基、アルコキシカルボニル基、アシルアミノ
基又はヘテロ環基である。）
【請求項１４】
　成分Ａが、少なくとも２種の異なる前記式（Ｉ）で表される構成繰り返し単位を有する
共重合体である、請求項１～１３のいずれか１項に記載のインクジェットインク組成物。
【請求項１５】
　成分Ａが、ハイパーブランチポリマーである、請求項１～１４のいずれか１項に記載の
インクジェットインク組成物。
【請求項１６】
　成分Ａが、枝構造として式（Ｉ）で表される構成繰り返し単位を有するポリマー鎖を有
するハイパーブランチポリマーである、請求項１～１５のいずれか１項に記載のインクジ
ェットインク組成物。
【請求項１７】
　（ａ1）被記録媒体上に、請求項１～１６のいずれか１項に記載のインクジェットイン
ク組成物を吐出する工程、及び、
　（ｂ1）吐出されたインクジェットインク組成物に活性放射線を照射して、前記インク
ジェットインク組成物を硬化する工程、を含むことを特徴とする
　インクジェット記録方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、インクジェットインク組成物、及びインクジェット記録方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　画像データ信号に基づき、紙などの記録媒体に画像を形成する画像記録方法として、電
子写真方式、昇華型及び溶融型熱転写方式、インクジェット方式などがある。これらのう
ち、インクジェット方式は、安価な装置で実施可能であり、且つ、必要とされる画像部の
みにインクを射出して記録媒体上に直接画像形成を行うため、インクを効率よく使用でき
、ランニングコストが安い。
【０００３】
　このような記録方式に用いるインク組成物として、例えば特許文献１～４に記載のイン
ク組成物が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００９－２３５１２１号公報
【特許文献２】特開２００７－２６２１７７号公報
【特許文献３】特開２００７－３１４６３２号公報
【特許文献４】特開２００７－９９８３０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、インクジェット方式で印刷する際、プラスチック印画物の成形品（例えばダ
ミー缶、ブリスターパック等）を製造する場合は、得られる画像のプラスチック基材等の
被記録媒体への基材密着性が求められている。
　しかしながら、特許文献１の技術においては、得られる膜の基材密着性に関して未だ改
善の余地がある。また、膜硬度、インク組成物の吐出安定性についても改良の余地がある
。
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　本発明の目的は、得られるインク画像膜の基材密着性及び膜硬度に優れ、吐出安定性に
優れたインクジェットインク組成物、及び当該インクジェットインク組成物を使用したイ
ンクジェット記録方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の上記課題は、下記の＜１＞及び＜１７＞に記載の手段により解決された。好ま
しい実施態様である＜２＞～＜１６＞と共に以下に記載する。
　＜１＞（成分Ａ）式（Ｉ）で表される構成繰り返し単位を有する重量平均分子量３，０
００～１００，０００の樹状の高分子化合物、（成分Ｂ）重合開始剤、及び（成分Ｃ）ラ
ジカル重合性化合物、を含有することを特徴とするインクジェットインク組成物、
【０００８】
【化１】

（式（Ｉ）中、Ｒ1及びＲ2はそれぞれ独立に水素原子又は炭素数１～６のアルキル基を表
し、Ｒ3は炭素数１～１２のアルキル基を表し、Ｒ2とＲ3は連結して環構造を形成しても
よい。）
【０００９】
　＜２＞成分Ｃが、（成分Ｃ－１）単官能ラジカル重合性化合物を含有する、上記＜１＞
に記載のインクジェットインク組成物、
　＜３＞成分Ｃ－１の含有量が成分Ｃの総重量の８０重量％以上である、上記＜２＞に記
載のインクジェットインク組成物、
　＜４＞成分Ｃ－１の含有量が成分Ｃの総重量の８５重量％以上である、上記＜２＞又は
＜３＞に記載のインクジェットインク組成物、
　＜５＞成分Ｃが、２官能ラジカル重合性化合物を含有する、上記＜１＞～＜４＞のいず
れか１つに記載のインクジェットインク組成物、
　＜６＞成分Ａの重量平均分子量が３，０００～６０，０００である、上記＜１＞～＜５
＞のいずれか１つに記載のインクジェットインク組成物、
　＜７＞成分Ａが、多官能チオール化合物残基を含有する、上記＜１＞～＜６＞のいずれ
か１つに記載のインクジェットインク組成物、
　＜８＞成分Ａが、４価以上の多官能チオール化合物残基を含有する、上記＜１＞～＜７
＞のいずれか１つに記載のインクジェットインク組成物、
　＜９＞成分Ａの分子量分布（重量平均分子量（Ｍｗ）／数平均分子量（Ｍｎ））が３以
下である、上記＜１＞～＜８＞のいずれか１つに記載のインクジェットインク組成物、
　＜１０＞（成分Ｄ）着色剤を更に含有する、上記＜１＞～＜９＞のいずれか１つに記載
のインクジェットインク組成物、
　＜１１＞成分Ｃが、（成分Ｃ－２）Ｎ－ビニル化合物を含有する、上記＜１＞～＜１０
＞のいずれか１つに記載のインクジェットインク組成物、
　＜１２＞成分Ｃ－２が、Ｎ－ビニルカプロラクタムである、上記＜１１＞に記載のイン
クジェットインク組成物、
　＜１３＞成分Ａが、前記式（Ｉ）で表される構成繰り返し単位と式（II）で表される構
成繰り返し単位とを有する共重合体である、上記＜１＞～＜１２＞のいずれか１つに記載
のインクジェットインク組成物、
【００１０】
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【化２】

（式（II）中、Ｒ4は水素原子又は炭素数１～６のアルキル基を表し、Ｒ5は置換基を有し
てもよいアルキル基又は置換基を有してもよいアリール基を表す。）
【００１１】
　＜１４＞成分Ａが、少なくとも２種の異なる前記式（Ｉ）で表される構成繰り返し単位
を有する共重合体である、上記＜１＞～＜１３＞のいずれか１つに記載のインクジェット
インク組成物、
　＜１５＞成分Ａが、ハイパーブランチポリマーである、上記＜１＞～＜１４＞のいずれ
か１つに記載のインクジェットインク組成物、
　＜１６＞成分Ａが、枝構造として式（Ｉ）で表される構成繰り返し単位を有するポリマ
ー鎖を有するハイパーブランチポリマーである、上記＜１＞～＜１５＞のいずれか１つに
記載のインクジェットインク組成物、
　＜１７＞（ａ1）被記録媒体上に、上記＜１＞～＜１６＞のいずれか１つに記載のイン
クジェットインク組成物を吐出する工程、及び、（ｂ1）吐出されたインクジェットイン
ク組成物に活性放射線を照射して、前記インクジェットインク組成物を硬化する工程、を
含むことを特徴とするインクジェット記録方法。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、得られるインク画像膜の基材密着性及び膜硬度に優れ、吐出安定性に
優れたインクジェットインク組成物、及び当該インクジェットインク組成物を使用したイ
ンクジェット記録方法を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明を詳細に説明する。
【００１４】
（インクジェットインク組成物）
　本発明のインクジェットインク組成物（以下、「インク組成物」ともいう。）は、（成
分Ａ）式（Ｉ）で表される構成繰り返し単位を有する重量平均分子量３，０００～１００
，０００の樹状の高分子化合物、（成分Ｂ）重合開始剤、及び（成分Ｃ）ラジカル重合性
化合物、を含有することを特徴とする。
【００１５】

【化３】

（式（Ｉ）中、Ｒ1及びＲ2はそれぞれ独立に水素原子又は炭素数１～６のアルキル基を表
し、Ｒ3は炭素数１～１２のアルキル基を表し、Ｒ2とＲ3は連結して環構造を形成しても
よい。）
【００１６】
　なお、本発明において、数値範囲を表す「Ａ～Ｂ」の記載は「Ａ以上Ｂ以下」と同義で
ある。また、前記「（成分Ａ）式（Ｉ）で表される構成繰り返し単位を有する重量平均分
子量３，０００～１００，０００の樹状の高分子化合物」等を単に「成分Ａ」等ともいう
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。
　なお、本発明において、「（メタ）アクリル」とは、「アクリル」及び「メタアクリル
」のいずれか一方、又は、その両方を含む語であり、「（メタ）アクリレート」とは、「
アクリレート」及び「メタアクリレート」のいずれか一方、又は、その両方を含む語であ
る。
【００１７】
　本発明のインク組成物は、活性放射線（「活性エネルギー線」ともいう。）により硬化
可能な油性のインク組成物である。「活性放射線」とは、その照射によりインク組成物中
に開始種を発生させるエネルギーを付与できる放射線であり、α線、γ線、Ｘ線、紫外線
、可視光線、電子線などを包含する。中でも、硬化感度及び装置の入手容易性の観点から
紫外線及び電子線が好ましく、紫外線がより好ましい。
【００１８】
（成分Ａ）式（Ｉ）で表される構成繰り返し単位を有する重量平均分子量３，０００～１
００，０００の樹状の高分子化合物
　本発明のインク組成物は、式（Ｉ）で表される構成繰り返し単位を有する重量平均分子
量３，０００～１００，０００の樹状の高分子化合物を含有する。
【００１９】
　本発明のインク組成物に含まれる「樹状」の高分子化合物について説明する。
　樹状高分子はハイパーブランチポリマーやデンドリチックポリマーとも呼ばれ、枝分か
れのある高分子の総称で、分岐型高分子（枝分かれ高分子又は分岐高分子ともいう。）の
一種である。多官能連鎖移動剤や多官能開始剤を用いた重合反応や、Ａ－Ｂ2型モノマー
を用いた重付加反応を用いて合成することができる。樹状高分子は、直鎖構造のポリマー
とは異なる物性を示す分岐構造を簡便に導入することができる。
【００２０】
　成分Ａは樹状高分子であることにより、インク膜の硬化時に、ポリアクリルアミドの界
面付近、及び空気界面への濃縮性が高まり、界面強度や膜表面の強度が向上するため、イ
ンク画像膜の脆性破壊が起こりにくくなり、インク画像膜の基材密着性及び膜硬度が向上
すると推定される。また、樹状高分子となることで、直鎖高分子に比べ高分子同士の絡み
合いが低減するため、インクの動的表面張力への影響が小さくなり吐出安定性に優れたイ
ンク組成物が得られるものと推定されるが定かではない。
【００２１】
　成分Ａの「樹状」高分子化合物は、例えばグラフト重合により得られる「くし（櫛）型
」高分子を更に枝分かれさせる方法によっても得られるが、また、リビング反応を含むラ
ジカル重合反応に多官能連鎖移動剤を添加する方法も「樹状」高分子化合物を得る手段と
して好ましく用いられる。
【００２２】
　成分Ａは、重量平均分子量が３，０００～１００，０００の高分子化合物である。成分
Ａは、樹状高分子となるためリビングラジカル重合反応に多官能連鎖移動剤を添加する方
法で合成されることが好ましく、この手段により生成する高分子の分子量は比較的小さく
抑えられるので、成分Ａの合成方法としてはリビングラジカル重合反応に多官能連鎖移動
剤を添加する方法が好ましく用いられる。
　上記範囲に分子量を低く抑えることにより、インク組成物の粘度上昇を抑え、インク組
成物の吐出安定性に寄与していると推定される。
【００２３】
　また、成分Ａは、分子量分布（重量平均分子量（Ｍｗ）／数平均分子量（Ｍｎ））が３
以下であることが好ましい。成分Ａの合成にリビングラジカル重合反応を用いることによ
り、成分Ａは比較的狭い分子量分布に制御することができる。成分Ａの分子量分布が３以
下であることが、成分Ａのインク組成物中の溶解性が向上することに寄与していると推定
される。
【００２４】
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【化４】

（式（Ｉ）中、Ｒ1及びＲ2はそれぞれ独立に水素原子又は炭素数１～６のアルキル基を表
し、Ｒ3は炭素数１～１２のアルキル基を表し、Ｒ2とＲ3は連結して環構造を形成しても
よい。）
【００２５】
　式（Ｉ）において、Ｒ1は、水素原子又は置換基を有していてもよい炭素数１～６のア
ルキル基を表し、炭素数としては１～３が好ましく、１がより好ましい。置換基としては
、ハロゲン原子、水酸基、アミノ基、炭素数１～３のアルコキシル基が好ましい。前記ア
ルキル基としては、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル
基、ｓ－ブチル基、ｔ－ブチル基、ｎ－ヘキシル基、イソヘキシル基、ヒドロキシメチル
基、メトキシメチル基、メチルカルボニルオキシ基等が好ましく挙げられる。Ｒ1として
は、水素原子が特に好ましい。
【００２６】
　式（Ｉ）において、Ｒ2は、水素原子又は置換基を有していてもよい炭素数１～６のア
ルキル基を表し、炭素数としては１～３が好ましく、１又は２がより好ましい。置換基と
しては、ハロゲン原子、水酸基、アミノ基、炭素数１～３のアルコキシル基が好ましい。
前記アルキル基としては、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｎ－
ブチル基、ｔ－ブチル基、ｎ－ヘキシル基、イソヘキシル基、ヒドロキシメチル基、メト
キシメチル基、メチルカルボニルオキシ基等が好ましく、メチル基又はエチル基がより好
ましい。これらのうち、Ｒ2としては水素原子、メチル基、又はエチル基が特に好ましい
。
【００２７】
　式（Ｉ）において、Ｒ3は、置換基を有していてもよい炭素数１～１２のアルキル基を
表し、直鎖、分岐、又は環状でもよい。前記置換基としてはアリール基、アルコキシル基
、アリールオキシ基、アラルキルオキシ基、ハロゲン原子、アリールアミノ基、アミノ基
、カルバモイル基、ヒドロキシル基、アシルオキシ基、アルコキシカルボニル基、アシル
アミノ基、イミダゾリル基、ピリジル基、イミダゾリウム基、ピリジニウム基、アンモニ
オ基等が挙げられ、中でもアリール基、アルコキシル基、アシルオキシ基、イミダゾリル
基、ピリジル基が好ましい。アルキル基の炭素数としては、１～１２が好ましく、１～１
０がより好ましく、１～８が特に好ましい。アルキル基の具体例としては、メチル基、エ
チル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、ｓ－ブチル基、ｔ－ブチル基
、ｎ－ヘキシル基、ｎ－オクチル基、２－エチルヘキシル基、ｎ－デシル基、ｎ－ドデシ
ル基、ベンジル基、ヒドロキシエチル基、ヒドロキシブチル基、メトキシエチル基、エト
キシエチル基、２－クロロエチル基、３－クロロプロピル基、アセトキシエチル基、アセ
トキシブチル基、フェニルオキシエチル基、フェニルオキシブチル基、フェニルエチルオ
キシエチル基等が好ましく挙げられ、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、イソプロピ
ル基、ｎ－ブチル基、ｓ－ブチル基、ｔ－ブチル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－オクチル基、
２－エチルヘキシル基、ｎ－デシル基、ｎ－ドデシル基がより好ましい。これらのうち、
Ｒ3としては、メチル基、エチル基、ｎ－ブチル基、ｎ－ブトキシメチル基、イソブトキ
シメチル基、ｓ－ブトキシメチル基、ｎ－ドデシル基が特に好ましい。
【００２８】
　式（Ｉ）において、Ｒ2とＲ3は連結して窒素原子を含む環構造を形成してもよい。前記
環構造としては、５員環から７員環が好ましく挙げられ、６員環が特に好ましい。前記環
構造は、窒素原子及び炭素原子以外に酸素原子又は硫黄原子を含有してもよい。好ましい
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環構造としては、ピロリジン、イミダゾリジン、ピラゾリジン、ピペリジン、ピペラジン
、モルフォリン等の環構造が挙げられ、特に好ましいのはモルフォリンの環構造である。
　
【００２９】
　成分Ａは、少なくとも２種の異なる式（Ｉ）で表される構成繰り返し単位を有する共重
合体であることも好ましい。
【００３０】
　本発明のインク組成物に含まれる、式（Ｉ）で表される構成繰り返し単位を有する高分
子化合物は、式（Ｉ）で表される構成繰り返し単位と式（II）で表される構成繰り返し単
位とを有することが好ましい。
【００３１】
【化５】

（式（II）中、Ｒ4は水素原子又は炭素数１～６のアルキル基を表し、Ｒ5は置換基を有し
てもよいアルキル基又は置換基を有してもよいアリール基を表す。）
【００３２】
　式（II）において、Ｒ4は水素原子又は置換基を有していてもよい炭素数１～６のアル
キル基を表し、炭素数としては１～３が好ましく、１がより好ましい。置換基としては、
ハロゲン原子、水酸基、アミノ基、炭素数１～３のアルコキシル基が好ましい。前記アル
キル基としては、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基
、ｓ－ブチル基、ｔ－ブチル基、ｎ－ヘキシル基、イソヘキシル基、ヒドロキシメチル基
、メトキシメチル基、メチルカルボニルオキシ基等が好ましく挙げられる。Ｒ4としては
、水素原子又はメチル基が特に好ましい。
【００３３】
　式（II）において、Ｒ5は置換基を有していてもよいアルキル基又は置換基を有してい
てもよいアリール基を表す。該置換基としては、アルキル基、アリール基、アルコキシル
基、アリールオキシ基、ハロゲン原子、アルキルアミノ基、アリールアミノ基、アミノ基
、カルバモイル基、ヒドロキシル基、アシルオキシ基、アルコキシカルボニル基、アシル
アミノ基、ヘテロ環基等が挙げられ、中でもアリール基、アルコキシ基、アシルオキシ基
、ヘテロ環基が好ましい。アルキル基の炭素数としては１～３２が好ましく、２～２４が
より好ましく、４～１８が特に好ましい。アルキル基の具体例としては、メチル基、エチ
ル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、ｔ－ブチル基、ｎ－ヘキシル基
、ｎ－オクチル基、２－エチルヘキシル基、ｎ－デシル基、ｎ－ドデシル基、オクタデシ
ル基、ベンジル基、ヒドロキシエチル基、ヒドロキシブチル基、メトキシエチル基、エト
キシエチル基、２－クロロエチル基、３－クロロプロピル基、アセトキシエチル基、アセ
トキシブチル基、フェニルオキシエチル基、フェニルオキシブチル基、フェニルエチルオ
キシエチル基等が好ましく挙げられ、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、
ｔ－ブチル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－オクチル基、２－エチルヘキシル基、ｎ－デシル基
、ｎ－ドデシル基が特に好ましい。アリール基の炭素数としては、６～３２が好ましく、
６～２４がより好ましく、６～１８が特に好ましい。アリール基の具体例としてはフェニ
ル基、ナフチル基、２－メトキシフェニル基、２－デシルオキシフェニル基、４－メトキ
シフェニル基、２－オクチルオキシナフチル基、４－ジメチルアミノフェニル基、２－ド
デシルチオフェニル基、４－（４－メチルフェニルチオキシ）フェニル基、２－メトキシ
－４－ドデシルチオキシフェニル基、２－フェノキシエトキシフェニル基、２－ドデシル
オキシフェニル基、２－オクタデシルオキシフェニル基、２，５－ジベンジルオキシフェ
ニル基、２，５－ジシクロへキシルメチルオキシフェニル基、２－メトキシ－４－（２－
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エチルヘキサノイルアミノ）フェニル基、２－ブトキシ－４－ベンジルオキシカルボニル
アミノフェニル基、２－オクチルオキシ－４－ブチルオキシカルボニルアミノフェニル基
が挙げられる。
【００３４】
　本発明のインク組成物に含まれる、式（Ｉ）で表される構成繰り返し単位を有する高分
子化合物は、式（Ｉ）で表される構成繰り返し単位と式（II）で表される構成繰り返し単
位に加え、更に他の共重合可能な単量体に由来する構成繰り返し単位からなる共重合体で
あってもよい。前記他の共重合可能な単量体としては、例えば芳香族ビニル類（スチレン
、ビニルトルエン、α－メチルスチレン、ビニルピリジン、Ｎ－ビニルイミダゾール等）
、ビニルエステル類（酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、バーサチック酸ビニル等）、ア
リールエステル類（酢酸アリール等）、ハロゲン含有単量体（塩化ビニリデン、塩化ビニ
ル等）、シアン化ビニル（（メタ）アクリロニトリル等）、オレフィン類（エチレン、プ
ロピレン等）等が挙げられる。
【００３５】
　成分Ａの分子量は、重量平均分子量として３，０００～１００，０００であり、５，０
００～８０，０００が好ましく、１０，０００～５０，０００が特に好ましい。分子量が
３，０００未満では硬化性が不十分であり、また分子量が１００，０００以上では粘度適
性が不良となり、インクジェット方式での吐出安定性での不具合を生じることがある。成
分Ａの重量平均分子量が３，０００～１００，０００の範囲であることにより、吐出周波
数における動的粘度が改良されるものと推定している。
　成分Ａの重量平均分子量は、ポリスチレン換算による、ゲルパーミエーションクロマト
グラフィーにより測定できる。
【００３６】
（樹状構造の導入方法）
　本発明のインク組成物に用いられる成分Ａは、樹状高分子となるためにその合成手段と
して、多官能開始剤、又は多官能連鎖移動剤を添加したラジカル重合反応による方法が好
ましく用いられる。更に、リビングラジカル重合反応とすることで、より好ましい成分Ａ
を得ることができる。連鎖移動剤は、重合反応において連鎖移動反応により、反応の活性
点を移動させる基（以下、連鎖移動性基ともいう。）を有する化合物であれば特に制限な
く使用することができる。中でも、多官能連鎖移動剤として１分子内に複数個の連鎖移動
性基を有する化合物がより効果があり好ましい。また、連鎖移動剤としては、ハロゲン化
合物、アルコール類、又はイオウ化合物等があるが、チオール化合物がより好ましい。本
発明に用いられる成分Ａにおいては、その重合反応において多官能連鎖移動剤として、３
個以上のチオール基を有する多官能チオール化合物がより好ましく用いられる。
　以下、多官能チオール化合物について説明する。
【００３７】
（多官能チオール化合物）
　本発明のインク組成物に用いられる成分Ａは、多官能チオール化合物残基を含有するこ
とが好ましい。
　チオール化合物は、チオール基が連鎖移動剤として作用する連鎖移動剤化合物として一
般に公知の化合物である。連鎖移動剤は、重合反応において連鎖移動反応により、反応の
活性点を移動させる物質であれば特に制限なく使用することができる。中でも、連鎖移動
剤としてはチオール化合物が好ましく用いられるが、本発明に用いられる成分Ａにおいて
は、その重合反応において連鎖移動剤として、一分子内に３個以上のチオール基を有する
多官能チオール化合物がより好ましく用いられる。
【００３８】
　本発明のインク組成物に用いられる成分Ａに好ましく含有される多官能チオール化合物
残基を成分Ａに導入する多官能チオール化合物としては、下記式（ａ）で表されるメルカ
プト基を含有するチオール化合物であることが好ましい。以下、式（ａ）の化合物を「多
官能チオール化合物」とも称する。
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【００３９】
【化６】

　式（ａ）中、Ｒ1及びＲ2は、各々独立に水素原子又は炭素原子数１～１０のアルキル基
を表し、ｍは０～２の整数であり、ｎは０又は１であり、ｙは３以上の整数を表し、Ｘ1

はｙ価の有機残基である。
　Ｒ1は、水素原子又は炭素数１～１０のアルキル基であり、Ｒ2は水素原子であることが
好ましい。
【００４０】
　本発明に使用する多官能チオール化合物は、式（ａ）で表されるように、メルカプト基
含有基が有機残基Ｘ1にどのような形で結合していてもよいが、下記の式（ｂ）で表され
るように、メルカプト含有基がカルボン酸エステル残基を介して有機残基に結合している
ことが好ましい。
【００４１】
【化７】

【００４２】
　式中、Ｒ1及びＲ2は、各々独立に水素原子又は炭素原子数１～１０のアルキル基を表し
、ｍは０～２の整数であり、ｎは０又は１であり、ｙは３以上の整数を表し、Ｘ2はｙ価
の有機残基である。
　Ｒ1は、水素原子又は炭素原子数１～１０のアルキル基であり、Ｒ2は水素原子であるこ
とが好ましい。
【００４３】
　式（ｂ）において、ｎは０であることが好ましく、ｍは０又は１であることが好ましく
、１であることがより好ましい。
　すなわち、メルカプト基は、第１級又は第２級のメルカプト基であることが好ましく、
第１級のメルカプト基がより好ましい。更に、多官能チオール化合物がメルカプト基含有
基を３個有する（ｙ＝３）よりも、４個以上有する（ｙが４以上の整数である。）ことが
より好ましい。なお、一分子中に存在する複数のメルカプト基含有基は、全て同じであっ
ても互いに異なっていてもよい。
【００４４】
　式（ａ）又は式（ｂ）において、Ｒ1又はＲ2で表されるアルキル基は、炭素原子数が１
～５であることがより好ましく、１～３であることが更に好ましく、メチル基であること
が特に好ましい。
【００４５】
　多官能チオール化合物中の有機残基（母核）Ｘ1又はＸ2は、脂肪族基、芳香族基若しく
は複素環基、並びにこれらを組み合わせた基が例示でき、いずれも置換基を有していても
よい。また、脂肪族基、芳香族基又は複素環基は、単結合で結合されても、－Ｏ－、－Ｓ
－、－ＣＯ－、－ＮＨ－、－ＳＯ2－、及び－ＳＯ－並びにこれらの組み合わせよりなる
群から選ばれた二価の連結基を介して結合されてもよい。
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　以下に、上記の有機残基（母核）の化学構造について、詳述する。
【００４６】
　脂肪族基の炭素原子数は、１～６０であることが好ましく、１～３０であることがより
好ましく、１～２０であることが更に好ましく、１～１０であることが最も好ましい。脂
肪族基は、二重結合又は三重結合を有していてもよい。脂肪族基は、環状構造又は分岐を
有していてもよい。
　芳香族基は、べンゼン環又はナフタレン環からなることが好ましく、ベンゼン環からな
ることが更に好ましい。
【００４７】
　複素環基は、３～１０員の複素環を有することが好ましく、４～８員の複素環を有する
ことが更に好ましく、５員又は６員の複素環を有することが最も好ましい。複素環の複素
原子は、窒素原子、酸素原子又は硫黄原子であることが好ましい。複素環には、脂肪族環
、芳香族環又は他の複素環が縮合又はスピロ結合していてもよい。複素環の例には、ピロ
リジン環、ピペリジン環、ピペラジン環、モルフォリン環、テトラヒドロフラン環、テト
ラヒドロピラン環、テトラヒドロチオフェン環、ジオキサン環、オキサゾール環、チアゾ
ール環、ピリジン環、ピラジン環、トリアジン環、フラン環、チオフェン環及びイソシア
ヌル環が含まれる。それらの中でもイソシアヌル環が最も好ましい。
　脂肪族基、芳香族基及び複素環基の置換基の例には、ヒドロキシ基、ハロゲン原子（例
、塩素原子）、シアノ基、アミノ基、置換アミノ基、複素環基、アシル基及びアシルオキ
シ基が含まれる。置換アミノ基の置換基は、アルキル基又はアリール基であることが好ま
しい。芳香族基及び複素環基は、アルキル基を置換基として有していてもよい。
　ただし、上記の置換基として、メルカプト基又はこれを含有する基は含まない。
【００４８】
　以下に多官能チオール化合物の母核であるＸ1又はＸ2の好ましい具体例を示すが、本発
明はこれらに限定されるものではない。なお、母核にメルカプト含有基〔式（ｂ）のよう
にカルボン酸エステルを介したメルカプト含有基も含む〕が結合する位置は＊により示す
。
【００４９】

【化８】
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【００５０】
　多官能チオール化合物の有機残基は、付加重合又は重縮合により得られる構造単位を含
むことができ、例えば、オリゴビニル基又はポリビニル基が例示できる。多官能チオール
化合物は、分子量が１０，０００以下の低分子であることが好ましい。後に詳しく説明す
る。
【００５１】
　本発明に用いられる成分Ａの合成に使用される多官能チオール化合物の具体例を以下に
挙げるが、これらに限定されない。
【００５２】
　１，２，６－ヘキサントリオールトリチオグリコレート、１，３，５－トリチオシアヌ
ル酸、トリメチロールプロパントリス（３－メルカプトプロピオネート）、トリメチロー
ルプロパントリスチオグリコレート等の３個のメルカプト基を有する化合物、ペンタエリ
スリトールテトラキス（３－メルカプトプロピオネート）、ペンタエリスリトールテトラ
キスチオグリコレート、ペンタエリスリトールヘキサキス（３－メルカプトプロピオネー
ト）、ペンタエリスリトールヘキサキスチオグリコレート等の４個以上のメルカプト基を
有する化合物が挙げられる。これらの多官能チオール化合物には、市販のものとして、ト
リメチロールプロパントリス（３－メルカプトプロピオネート）、ペンタエリスリトール
テトラキス（３－メルカプトプロピオネート）、ペンタエリスリトールテトラキスチオグ
リコレート（いずれも淀化学（株）製）等がある。
【００５３】
　上記の例示化合物の他に、特開２００９－２６２３７０号公報の段落００３３～００３
５に記載された化合物もまた、本発明に使用できる。
　これらの化合物には、１，３，５－トリス（３－メルカブトブチルオキシエチル）－１
，３，５－トリアジン－２，４，６（１Ｈ，３Ｈ，５Ｈ）－トリオン、トリメチロールプ
ロパントリスチオプロピオネート、トリヒドロキシエチルトリイソシアヌール酸トリスチ
オプロピオネート、トリス［（３－メルカプトプロピオニロキシ）エチル］イソシアヌレ
ート等の３個の官能基を有する３官能チオール化合物、ペンタエリスリトールテトラキス
（３－メルカプトブチレート）、ジペンタエリスリトールヘキサキス（３－メルカプトプ
ロピオネート）等の４官能以上のチオール化合物等が挙げられる。
　これらの多官能チオール化合物（式（ｂ））には、市販のものとして、ペンタエリスリ
トールテトラキス（３－メルカプトブチレート）（カレンズＭＴＰＥ１）（商標）、１，
３，５－トリス（３－メルカブトブチルオキシエチル）－１，３，５－トリアジン－２，
４，６（１Ｈ，３Ｈ，５Ｈ）－トリオン（カレンズＭＴＮＲ１）（商標）（いずれも昭和
電工（株）製）や、トリメチロールプロパントリス（３－メルカプトプロピオネート）（
ＴＭＭＰ）（商標）、ペンタエリスリトールテトラキス（３－メルカプトプロピオネート
）（ＰＥＭＰ）（商標）、ジペンタエリスリトールヘキサキス（３－メルカプトプロピオ
ネート）（ＤＰＭＰ）（商標）、トリス［（３－メルカプトプロピオニロキシ）エチル］
イソシアヌレート（ＴＥＭＰＩＣ）（商標）（いずれも堺化学工業（株）製）等がある。
　市販品としては、カレンズＭＴシリーズ（昭和電工（株）製）が好適に用いられる。
【００５４】
　上記の多官能チオール化合物のうち、一分子中のメルカプト基の個数が多いものが少量
の添加で効果が高いことから、一分子中に３個以上のメルカプト基を有する多官能チオー
ル化合物が好ましく、４個以上有する、すなわち、４価以上のメルカプト基を有する多官
能チオール化合物がより好ましい。
　また、カルボン酸エステル結合を有する多官能チオール化合物が好ましい。エステル結
合を有する多官能チオール化合物としては、チオグリコール酸、３－メルカプト酪酸、又
は３－メルカプトプロピオン酸と多価アルコールとのエステルが好ましい。
【００５５】
　好ましい具体的な化合物としては、トリメチロールプロパントリス（３－メルカプトプ
ロピオネート）、ペンタエリスリトールテトラキス（３－メルカプトプロピオネート）、
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１，３，５－トリス（３－メルカプトブチリルオキシエチル）－１，３，５－トリアジン
－２，４，６（１Ｈ，３Ｈ，５Ｈ）－トリオン等を挙げることができる。
　好ましい具体例を化学構造式で以下に示した。
【００５６】
【化９】

【００５７】
　多官能チオール化合物の分子量は特に限定されるものではないが、１００～１０，００
０が好ましく、２００～５，０００がより好ましく、２００～１，０００が特に好ましい
。
　多官能チオール化合物は、１種のみを用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
　また、成分Ａの合成で使用される多官能チオール化合物の量は、成分Ａの目的に応じて
適宜選択することができるが、成分Ａの重合に使用される重合性化合物１００モル％に対
し、０．０１～２０モル％が好ましく、０．１～１０モル％がより好ましく、０．１～５
モル％が更に好ましい。
【００５８】
　成分Ａの合成方法は、既存の種々の方法を使用することができるが、主に多官能連鎖移
動剤を使用する方法、多官能開始剤としてフリーラジカル重合系に上記多官能チオール化
合物などの連鎖移動剤を添加する方法、多官能開始剤による原子移動ラジカル重合、ＲＡ
ＦＴ重合（Ｒｅｖｅｒｓｉｂｌｅ　Ａｄｄｉｔｉｏｎ　Ｆｒａｇｍｅｎｔａｔｉｏｎ　Ｃ
ｈａｉｎ　Ｔｒａｎｓｆｅｒ；可逆的付加開裂連鎖移動重合反応）の様なリビングラジカ
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については、Ｃｈｅｍ．Ｒｅｖ．２００９，１０９，４９６３～５０５０、Ｐｏｌｙｍｅ
ｒ　２００８，４９，１０７９～１１３１に記載の方法を使用することができる。
【００５９】
　多官能開始剤による原子移動ラジカル重合（ＡＴＲＰ）による成分Ａの合成方法として
は、例えば、多官能ハロゲン化アルキル開始剤をコア化合物として重合する方法が好まし
く挙げられる。具体的には、多官能ハロゲン化アルキル開始剤に銅触媒を用い、式（Ｉ）
で表される構成繰り返し単位を形成する（メタ）アクリルアミド化合物等のラジカル重合
性化合物を重合する方法が好ましく挙げられる。
　銅触媒としては、トリス［２－（ジメチルアミノ）エチル］アミン（Ｍｅ6－ＴＲＥＮ
）やトリス（２－ピリジルメチル）アミン（ＴＰＭＡ）等のポリアミン化合物を配位子と
して有する一価の銅触媒が好ましく挙げられる。
　多官能ハロゲン化アルキル開始剤としては、３官能以上のハロゲン化アルキル開始剤で
あることが好ましく、３～６官能のハロゲン化アルキル開始剤であることがより好ましく
、以下に示す化合物であることが特に好ましい。また、多官能ハロゲン化アルキル開始剤
におけるハロゲン原子は、安定性や合成の容易性、反応性の観点から、臭素原子であるこ
とが好ましく、また、第２級又は第３級炭素原子に結合したハロゲン原子であることが好
ましい。
【００６０】
【化１０】

【００６１】
　また、成分Ａは、ハイパーブランチポリマーであることが好ましく、枝構造として式（
Ｉ）で表される構成繰り返し単位を有するポリマー鎖を有するハイパーブランチポリマー
であることがより好ましい。
【００６２】
　本発明のインク組成物に用いられる成分Ａの具体例としては、以下のような化合物を挙
げることができる。なお、分岐中心構造中の＊印は、枝構造との連結部を表し、Ｍｗは重
量平均分子量、Ｍｗ／Ｍｎは分子量分布を表す。
【００６３】
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【化１１】

【００６４】
　成分Ａは、１種単独で又は２種以上を組み合わせて使用することができる。
　本発明のインク組成物における成分Ａの含有量は、インク組成物全重量に対して、０．
１～２０重量％が好ましく、０．２～１５重量％がより好ましく、０．５～１０重量％が
更に好ましく、１～１０重量％が特に好ましい。上記範囲であると、基材密着性及び吐出
安定性により優れる。
【００６５】
（成分Ｂ）重合開始剤
　本発明のインク組成物は、重合開始剤を含有する。
　本発明に用いられる重合開始剤としては、熱重合開始剤及び光重合開始剤のいずれであ
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ってもよいが、本発明では、光重合開始剤が好ましく用いられる。光重合開始剤としては
、公知の光重合開始剤を、重合性化合物の種類、インク組成物の使用目的に応じて、適宜
選択して使用することができる。
　本発明のインク組成物に使用する光重合開始剤は、外部エネルギー（光）を吸収して重
合開始種であるラジカルを生成する化合物である。光重合開始剤において、重合を開始さ
せる光とは、活性エネルギー線、すなわち、α線、γ線、電子線、紫外線、可視光線、赤
外線等を示し、好ましくは、紫外線である。
　また、重合開始剤としては、ラジカル重合開始剤であることが好ましい。
【００６６】
　光重合開始剤としては、公知の化合物が使用できるが、本発明で使用し得る好ましい光
重合開始剤としては、（ａ）芳香族ケトン類、（ｂ）アシルホスフィンオキサイド化合物
、（ｃ）芳香族オニウム塩化合物、（ｄ）有機過酸化物、（ｅ）チオ化合物、（ｆ）ヘキ
サアリールビイミダゾール化合物、（ｇ）ケトオキシムエステル化合物、（ｈ）ボレート
化合物、（ｉ）アジニウム化合物、（ｊ）メタロセン化合物、（ｋ）活性エステル化合物
、（ｌ）炭素ハロゲン結合を有する化合物、並びに（ｍ）アルキルアミン化合物等が挙げ
られる。
【００６７】
　これらの光重合開始剤は、上記（ａ）～（ｍ）の化合物を単独若しくは組み合わせて使
用してもよい。本発明における光重合開始剤は単独若しくは２種以上の併用によって好適
に用いられる。
【００６８】
　（ａ）芳香族ケトン類、（ｂ）アシルホスフィンオキサイド化合物、及び、（ｅ）チオ
化合物の好ましい例としては、「ＲＡＤＩＡＴＩＯＮ　ＣＵＲＩＮＧ　ＩＮ　ＰＯＬＹＭ
ＥＲ　ＳＣＩＥＮＣＥ　ＡＮＤ　ＴＥＣＨＮＯＬＯＧＹ」，Ｊ．Ｐ．ＦＯＵＡＳＳＩＥＲ
，Ｊ．Ｆ．ＲＡＢＥＫ（１９９３）、ｐｐ．７７～１１７記載のベンゾフェノン骨格又は
チオキサントン骨格を有する化合物等が挙げられる。より好ましい例としては、特公昭４
７－６４１６号公報記載のα－チオベンゾフェノン化合物、特公昭４７－３９８１号公報
記載のベンゾインエーテル化合物、特公昭４７－２２３２６号公報記載のα－置換ベンゾ
イン化合物、特公昭４７－２３６６４号公報記載のベンゾイン誘導体、特開昭５７－３０
７０４号公報記載のアロイルホスホン酸エステル、特公昭６０－２６４８３号公報記載の
ジアルコキシベンゾフェノン、特公昭６０－２６４０３号公報、特開昭６２－８１３４５
号公報記載のベンゾインエーテル類、特公平１－３４２４２号公報、米国特許第４，３１
８，７９１号、ヨーロッパ特許０２８４５６１Ａ１号記載のα－アミノベンゾフェノン類
、特開平２－２１１４５２号公報記載のｐ－ジ（ジメチルアミノベンゾイル）ベンゼン、
特開昭６１－１９４０６２号公報記載のチオ置換芳香族ケトン、特公平２－９５９７号公
報記載のアシルホスフィンスルフィド、特公平２－９５９６号公報記載のアシルホスフィ
ン、特公昭６３－６１９５０号公報記載のチオキサントン類、特公昭５９－４２８６４号
公報記載のクマリン類等を挙げることができる。また、特開２００８－１０５３７９号公
報、特開２００９－１１４２９０号公報に記載の重合開始剤も好ましい。
【００６９】
　これらの中でも、本発明において、光重合開始剤として芳香族ケトン類及び／又はアシ
ルホスフィンオキサイド化合物を使用することが好ましく、芳香族ケトン類及びアシルホ
スフィンオキサイド化合物を使用することがより好ましい。具体的には、例えば、ｐ－フ
ェニルベンゾフェノン（例えば、和光純薬工業（株）から市販されている。）、ビス（２
，４，６－トリメチルベンゾイル）フェニルホスフィンオキサイド（例えば、Ｉｒｇａｃ
ｕｒｅ　８１９としてＢＡＳＦ社から市販されている。）、ビス（２，６－ジメトキシベ
ンゾイル）－２，４，４－トリメチルペンチルフェニルホスフィンオキサイド、２，４，
６－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキサイド（例えば、Ｄａｒｏｃｕｒ　
ＴＰＯとしてＢＡＳＦ社から、また、Ｌｕｃｉｒｉｎ　ＴＰＯとしてＢＡＳＦ社から市販
されている。）を使用することが好ましく、ｐ－フェニルベンゾフェノンを少なくとも使
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用することがより好ましく、ｐ－フェニルベンゾフェノン及び２，４，６－トリメチルベ
ンゾイルジフェニルホスフィンオキサイドを使用することが特に好ましい。
【００７０】
　重合開始剤は、１種単独で又は２種以上を組み合わせて使用することができる。
　本発明のインク組成物における重合開始剤の含有量は、インク組成物全重量に対して、
０．１～２０重量％が好ましく、０．５～１５重量％がより好ましく、１～１０重量％が
更に好ましい。
【００７１】
（成分Ｃ）ラジカル重合性化合物
　本発明のインク組成物は、ラジカル重合性化合物を含有する。
　本発明のインク組成物に含有されるラジカル重合性化合物は、重合可能な不飽和結合を
有する化合物であれば限定されないが、ラジカル重合可能なエチレン性不飽和結合を有す
る重合性モノマーであることが好ましい。
　本発明のインク組成物における成分Ｃの含有量は、インク組成物全重量に対して、０．
３０～９５重量％が好ましく、４０～９０重量％がより好ましく、４５～８０重量％が更
に好ましく、５０～７５重量％が特に好ましい。上記範囲であると、基材密着性及び吐出
安定性により優れる。
　また、エチレン性不飽和結合を１分子内に１個有する、すなわち（成分Ｃ－１）単官能
ラジカル重合性化合物を含有することがより好ましい。
　本発明のインク組成物は、成分Ｃ－１を成分Ｃの総重量の８０重量％以上含有すること
が好ましく、８５重量％以上含有することがより好ましく、９１～１００重量％が特に好
ましい。成分Ｃ－１を成分Ｃの総重量の８５重量％以上含有することにより、延伸性の優
れたインク組成物が得られる。更に９１重量％以上とすることで密着性にも優れたインク
組成物が得られる。
　また、本発明のインク組成物は、成分Ｃとして、３官能以上の多官能ラジカル重合性化
合物を含有しないことが好ましい。
　成分Ｃ－１は、１種単独で用いても、２種以上併用してもよい。
【００７２】
　成分Ｃとして、ラジカル重合可能なエチレン性不飽和結合を有する重合性モノマーの一
例としては、Ｎ－ビニル化合物、アクリルアミド、メタクリルアミド等の含窒素ラジカル
重合性化合物；アクリル酸、メタクリル酸、イタコン酸、クロトン酸、イソクロトン酸、
マレイン酸等の不飽和カルボン酸、不飽和カルボン酸エステル及びこれらの塩；エチレン
性不飽和基を有する無水物；アクリロニトリル；スチレン等が挙げられる。また、更に種
々の不飽和ポリエステル、不飽和ポリエーテル、不飽和ポリアミド、不飽和ポリウレタン
などのマクロモノマー等も挙げられる。
【００７３】
　成分Ｃ－１としては、例えば、Ｎ－ビニルラクタム類、Ｎ－ビニルフォルムアミド等の
Ｎ－ビニル化合物；アクリルアミド、Ｎ－メチロールアクリルアミド、ジアセトンアクリ
ルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルアクリルアミド、Ｎ－イ
ソプロピルアクリルアミド、アクリロイルモルホリン、メタクリルアミド、Ｎ－メチロー
ルメタクリルアミド、ジアセトンメタクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルメタクリルアミド
、Ｎ，Ｎ－ジエチルメタクリルアミド、Ｎ－イソプロピルメタクリルアミド、メタクリロ
イルモルホリン等のアミド化合物；２－ヒドロキシエチルアクリレート、ブトキシエチル
アクリレート、カルビトールアクリレート、シクロヘキシルアクリレート、テトラヒドロ
フルフリルアクリレート、ベンジルアクリレート、トリデシルアクリレート、２－フェノ
キシエチルアクリレート、エポキシアクリレート、イソボルニルアクリレート、ジシクロ
ペンテニルアクリレート、ジシクロペンテニルオキシエチルアクリレート、ジシクロペン
タニルアクリレート、２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピルアクリレート、２－アク
リロイロキシエチルフタル酸、メトキシポリエチレングリコールアクリレート、２－アク
リロイロキシエチル－２－ヒドロキシエチルフタル酸、サイクリックトリメチロールプロ
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パンフォルマールアクリレート、２－（２－エトキシエトキシ）エチルアクリレート、２
－メトキシエチルアクリレート、３－メトキシブチルアクリレート、エトキシ化フェニル
アクリレート、２－アクリロイロキシエチルコハク酸、ノニルフェノールＥＯ付加物アク
リレート、フェノキシ－ポリエチレングリコールアクリレート、２－アクリロイロキシエ
チルヘキサヒドロフタル酸、ラクトン変性アクリレート、ステアリルアクリレート、イソ
アミルアクリレート、イソミリスチルアクリレート、イソステアリルアクリレート等のア
クリレート化合物；メチルメタクリレート、ｎ－ブチルメタクリレート、アリルメタクリ
レート、グリシジルメタクリレート、ベンジルメタクリレート、ジメチルアミノメチルメ
タクリレート等のメタクリレート化合物；アリルグリシジルエーテル等のアリル化合物；
メチルビニルエーテル、エチルビニルエーテル、ｎ－プロピルビニルエーテル、イソプロ
ピルビニルエーテル、ｎ－ブチルビニルエーテル、イソブチルビニルエーテル、ｔ－ブチ
ルビニルエーテル、ｎ－オクタデシルビニルエーテル、２－エチルヘキシルビニルエーテ
ル、ｎ－ノニルビニルエーテル、ドデシルビニルエーテル、オクタデシルビニルエーテル
、シクロヘキシルビニルエーテル、シクロヘキシルメチルビニルエーテル、４－メチルシ
クロヘキシルメチルビニルエーテル、ベンジルビニルエーテル、ジシクロペンテニルビニ
ルエーテル、２－ジシクロペンテノキシエチルビニルエーテル、メトキシエチルビニルエ
ーテル、エトキシエチルビニルエーテル、ブトキシエチルビニルエーテル、メトキシエト
キシエチルビニルエーテル、エトキシエトキシエチルビニルエーテル、メトキシポリエチ
レングリコールビニルエーテル、テトラヒドロフルフリルビニルエーテル、２－ヒドロキ
シエチルビニルエーテル、２－ヒドロキシプロピルビニルエーテル、４－ヒドロキシブチ
ルビニルエーテル、４－ヒドロキシメチルシクロヘキシルメチルビニルエーテル、ジエチ
レングリコールモノビニルエーテル、ポリエチレングリコールビニルエーテル、クロロエ
チルビニルエーテル、クロロブチルビニルエーテル、クロロエトキシエチルビニルエーテ
ル、フェニルエチルビニルエーテル、フェノキシポリエチレングリコールビニルエーテル
、シクロヘキサンジメタノールモノビニルエーテル、イソプロペニルビニルエーテル等の
ビニルエーテル化合物；等が挙げられる。
【００７４】
　本発明のインク組成物に使用される成分Ｃとしては、（成分Ｃ－２）Ｎ－ビニル化合物
を含むことが好ましい。
　本発明のインク組成物に用いられるＮ－ビニル化合物としては、Ｎ－ビニルラクタム類
が好ましく挙げられる。Ｎ－ビニルラクタム類としては、式（ｃ）で表される化合物が好
ましい。
【００７５】
【化１２】

【００７６】
　式（ｃ）中、ｎは２～６の整数を表し、インク組成物が硬化した後の柔軟性、被記録媒
体との密着性、及び、原材料の入手性の観点から、ｎは３～５の整数であることが好まし
く、ｎが３又は５であることがより好ましく、ｎが５である、すなわちＮ－ビニルカプロ
ラクタムであることが特に好ましい。Ｎ－ビニルカプロラクタムは安全性に優れ、汎用的
で比較的安価に入手でき、特に良好なインク硬化性、及び硬化膜の被記録媒体への良好な
密着性が得られるので好ましい。
　また、上記Ｎ－ビニルラクタム類は、ラクタム環上の水素原子がアルキル基、アリール
基等の置換基により置換されていてもよく、ラクタム環と飽和又は不飽和環構造とが連結
していてもよい。
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　式（ｃ）で表される化合物は、１種単独で使用しても、２種以上を併用してもよい。
【００７７】
　また、本発明では、（成分Ｃ－１）単官能ラジカル重合性化合物以外の重合性化合物を
含んでいてもよい。
【００７８】
＜単官能ラジカル重合性化合物以外の重合性化合物＞
　本発明のインク組成物はラジカル重合性化合物を必須の成分として含有し、必要に応じ
て、成分Ｃ－１及び成分Ｃ－１以外の重合性化合物を含むことが好ましい。成分Ｃ－１以
外の重合性化合物としては、例えば、ラジカル重合可能なエチレン性不飽和結合を２つ以
上有する多官能ラジカル重合性化合物等が挙げられる。
【００７９】
　上記成分Ｃ－１以外の多官能ラジカル重合性化合物としては、例えば、ビス（４－（メ
タ）アクリロキシポリエトキシフェニル）プロパン、トリプロピレングリコールジ（メタ
）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリ
コールジ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、
トリメチロールプロパン（ＰＯ変性）トリ（メタ）アクリレート、オリゴエステル（メタ
）アクリレート、ヒドロキシピバリン酸ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート
、テトラメチロールメタントリ（メタ）アクリレート、ジメチロールトリシクロデカンジ
（メタ）アクリレート、変性グリセリントリ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＡジ
グリシジルエーテル（メタ）アクリル酸付加物、変性ビスフェノールＡジ（メタ）アクリ
レート、ビスフェノールＡのＰＯ付加物ジ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＡのＥ
Ｏ付加物ジ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート
、プロピレングリコールジグリシジルエーテル（メタ）アクリル酸付加物、ジトリメチロ
ールプロパンテトラ（メタ）アクリレート等の（メタ）アクリレート化合物が挙げられる
。その他、ジアリルフタレート、トリアリルトリメリテート等のアリル化合物も挙げられ
る。なお、ＰＯはプロピレンオキシド、ＥＯはエチレンオキシドを示す。
【００８０】
　また、多官能ビニルエーテルも多官能ラジカル重合性モノマーとして好適に挙げられる
。多官能ビニルエーテルとしては、例えば、エチレングリコールジビニルエーテル、ジエ
チレングリコールジビニルエーテル、トリエチレングリコールジビニルエーテル、ポリエ
チレングリコールジビニルエーテル、プロピレングリコールジビニルエーテル、ジプロピ
レングリコールジビニルエーテル、ブチレングリコールジビニルエーテル、ブタンジオー
ルジビニルエーテル、ヘキサンジオールジビニルエーテル、シクロヘキサンジメタノール
ジビニルエーテル、ビスフェノールＡアルキレンオキサイドジビニルエーテル、ビスフェ
ノールＦアルキレンオキサイドジビニルエーテルなどのジビニルエーテル類；トリメチロ
ールエタントリビニルエーテル、トリメチロールプロパントリビニルエーテル、ジトリメ
チロールプロパンテトラビニルエーテル、グリセリントリビニルエーテル、ペンタエリス
リトールテトラビニルエーテル、ジペンタエリスリトールペンタビニルエーテル、ジペン
タエリスリトールヘキサビニルエーテル、エチレンオキサイド付加トリメチロールプロパ
ントリビニルエーテル、プロピレンオキサイド付加トリメチロールプロパントリビニルエ
ーテル、エチレンオキサイド付加ジトリメチロールプロパンテトラビニルエーテル、プロ
ピレンオキサイド付加ジトリメチロールプロパンテトラビニルエーテル、エチレンオキサ
イド付加ペンタエリスリトールテトラビニルエーテル、プロピレンオキサイド付加ペンタ
エリスリトールテトラビニルエーテル、エチレンオキサイド付加ジペンタエリスリトール
ヘキサビニルエーテル、プロピレンオキサイド付加ジペンタエリスリトールヘキサビニル
エーテルなどの多官能ビニルエーテル類等が挙げられる。これらの多官能ビニルエーテル
化合物の中でも、特にジビニルエーテル化合物が好ましい。
【００８１】
　また、上記以外にも、多官能ラジカル重合性化合物として、例えば、特開平７－１５９
９８３号、特公平７－３１３９９号、特開平８－２２４９８２号、特開平１０－８６３号
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、特開平９－１３４０１１号、特表２００４－５１４０１４号等の各公報に記載されてい
る光重合性組成物に用いられる光硬化型の重合性化合物が知られており、これらも本発明
のインク組成物に適用することができる。
【００８２】
　成分Ｃ－１以外の重合性化合物の含有量は、成分Ｃの総重量に対して、０．１～１５重
量％が好ましく、０．５～９重量％がより好ましい。
【００８３】
　成分Ｃは、単官能ラジカル重合性化合物として、（メタ）アクリルアミド化合物を少な
くとも含有することが好ましく、単官能（メタ）アクリルアミド化合物及び単官能（メタ
）アクリレート化合物を含有することがより好ましい。上記態様であると、基材密着性に
より優れる。
　単官能（メタ）アクリルアミド化合物としては、Ｎ，Ｎ－ジアルキル（メタ）アクリル
アミドが好ましく、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリルアミドがより好ましい。Ｎ，Ｎ－
ジアルキル（メタ）アクリルアミドにおけるＮ－アルキル基の炭素数は、１～８が好まし
い。
　また、成分Ｃは、３種以上の単官能（メタ）アクリレート化合物を含有することが好ま
しく、３～６種の単官能（メタ）アクリレート化合物を含有することがより好ましい。
　単官能（メタ）アクリレート化合物としては、イソボルニル（メタ）アクリレート、２
－（２－エトキシエトキシ）エチル（メタ）アクリレート及び２－フェノキシエチル（メ
タ）アクリレートよりなる群から選ばれた化合物が好ましい。
　また、成分Ｃは、イソボルニル（メタ）アクリレート、２－（２－エトキシエトキシ）
エチル（メタ）アクリレート及び２－フェノキシエチル（メタ）アクリレートよりなる群
から選ばれた３種以上の化合物を含有することが好ましく、イソボルニルアクリレート、
２－（２－エトキシエトキシ）エチルアクリレート及び２－フェノキシエチルアクリレー
トを含有することが特に好ましい。上記態様であると、基材密着性により優れる。
　成分Ｃは、２官能ラジカル重合性化合物を含有することが好ましく、２官能ラジカル重
合性化合物として、ジビニルエーテル化合物を少なくとも含有することが好ましく、ジビ
ニルエーテル化合物及び２官能（メタ）アクリレート化合物を含有することがより好まし
い。上記態様であると、基材密着性により優れる。
　ジビニルエーテル化合物としては、ポリアルキレングリコールジビニルエーテルが好ま
しく、トリエチレングリコールジビニルエーテルがより好ましい。
　２官能（メタ）アクリレート化合物としては、アルカンジオールジ（メタ）アクリレー
トが好ましく、直鎖状アルカンジオールジ（メタ）アクリレートがより好ましい。アルカ
ンジオールジ（メタ）アクリレートのアルカンジオールの炭素数は、４～１８であること
が好ましく、６～１２であることがより好ましい。
【００８４】
（成分Ｄ）着色剤
　本発明のインク組成物は、（成分Ｄ）着色剤を更に含有することが好ましい。インク組
成物に着色剤を添加することで、可視画像（有色画像）を形成しうるインク組成物とする
ことができる。
　本発明のインク組成物に用いることのできる着色剤は、特に制限はなく、用途に応じて
公知の種々の色材、（顔料、染料）を適宜選択して用いることができる。例えば、耐候性
に優れた画像を形成する場合には、顔料が好ましい。また、染料としては、水溶性染料及
び油溶性染料のいずれも使用できるが、油溶性染料が好ましい。
【００８５】
－顔料－
　まず、本発明のインク組成物における着色剤として好ましく使用される顔料について述
べる。着色剤として顔料を用いた場合、インク組成物を使用して形成された着色画像は耐
光性に優れたものとなる。
　前記顔料としては、特に限定されるものではなく、一般に市販されているすべての有機
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顔料及び無機顔料、又は顔料を、分散媒として不溶性の樹脂等に分散させたもの、或いは
顔料表面に樹脂をグラフト化したもの等を用いることができる。また、樹脂粒子を染料で
染色したもの等も用いることができる。
　これらの顔料としては、例えば、伊藤征司郎編「顔料の辞典」（２０００年刊）、Ｗ．
Ｈｅｒｂｓｔ，Ｋ．Ｈｕｎｇｅｒ「Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｐｉｇｍｅ
ｎｔｓ」、特開２００２－１２６０７号公報、特開２００２－１８８０２５号公報、特開
２００３－２６９７８号公報、特開２００３－３４２５０３号公報に記載の顔料が挙げら
れる。
【００８６】
　本発明において使用できる有機顔料及び無機顔料の具体例としては、例えば、イエロー
色を呈するものとして、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１（ファストイエローＧ等），Ｃ．
Ｉ．ピグメントイエロー７４の如きモノアゾ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２（ジ
スアジイエローＡＡＡ等）、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１７の如きジスアゾ顔料、Ｃ．
Ｉ．ピグメントイエロー１８０の如き非ベンジジン系のアゾ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントイ
エロー１００（タートラジンイエローレーキ等）の如きアゾレーキ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントイエロー９５（縮合アゾイエローＧＲ等）の如き縮合アゾ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメント
イエロー１１５（キノリンイエローレーキ等）の如き酸性染料レーキ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグ
メントイエロー１８（チオフラビンレーキ等）の如き塩基性染料レーキ顔料、フラバント
ロンイエロー（Ｙ－２４）の如きアントラキノン系顔料、イソインドリノンイエロー３Ｒ
ＬＴ（Ｙ－１１０）の如きイソインドリノン顔料、キノフタロンイエロー（Ｙ－１３８）
の如きキノフタロン顔料、イソインドリンイエロー（Ｙ－１３９）の如きイソインドリン
顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５３（ニッケルニトロソイエロー等）の如きニトロ
ソ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１１７（銅アゾメチンイエロー等）の如き金属錯塩
アゾメチン顔料等が挙げられる。
【００８７】
　赤或いはマゼンタ色を呈するものとして、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド３（トルイジンレ
ッド等）の如きモノアゾ系顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド３８（ピラゾロンレッドＢ等
）の如きジスアゾ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５３：１（レーキレッドＣ等）やＣ．
Ｉ．ピグメントレッド５７：１（ブリリアントカーミン６Ｂ）の如きアゾレーキ顔料、Ｃ
．Ｉ．ピグメントレッド１４４（縮合アゾレッドＢＲ等）の如き縮合アゾ顔料、Ｃ．Ｉ．
ピグメントレッド１７４（フロキシンＢレーキ等）の如き酸性染料レーキ顔料、Ｃ．Ｉ．
ピグメントレッド８１（ローダミン６Ｇ’レーキ等）の如き塩基性染料レーキ顔料、Ｃ．
Ｉ．ピグメントレッド１７７（ジアントラキノニルレッド等）の如きアントラキノン系顔
料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド８８（チオインジゴボルドー等）の如きチオインジゴ顔料
、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１９４（ペリノンレッド等）の如きペリノン顔料、Ｃ．Ｉ．
ピグメントレッド１４９（ペリレンスカーレット等）の如きペリレン顔料、Ｃ．Ｉ．ピグ
メントバイオレット１９（無置換キナクリドン）、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１２２（キ
ナクリドンマゼンタ等）の如きキナクリドン顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１８０（イ
ソインドリノンレッド２ＢＬＴ等）の如きイソインドリノン顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレ
ッド８３（マダーレーキ等）の如きアリザリンレーキ顔料等が挙げられる。
【００８８】
　青或いはシアン色を呈する顔料として、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー２５（ジアニシジン
ブルー等）の如きジスアゾ系顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５（フタロシアニンブル
ー等）の如きフタロシアニン顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー２４（ピーコックブルーレ
ーキ等）の如き酸性染料レーキ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１（ビクロチアピュアブ
ルーＢＯレーキ等）の如き塩基性染料レーキ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー６０（イン
ダントロンブルー等）の如きアントラキノン系顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１８（ア
ルカリブルーＶ－５：１）の如きアルカリブルー顔料等が挙げられる。
【００８９】
　緑色を呈する顔料として、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン７（フタロシアニングリーン）
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、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン３６（フタロシアニングリーン）の如きフタロシアニン顔
料、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン８（ニトロソグリーン）等の如きアゾ金属錯体顔料等が
挙げられる。
【００９０】
　オレンジ色を呈する顔料として、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ６６（イソインドリンオ
レンジ）の如きイソインドリン系顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ５１（ジクロロピラ
ントロンオレンジ）の如きアントラキノン系顔料が挙げられる。
【００９１】
　黒色を呈する顔料として、カーボンブラック、チタンブラック、アニリンブラック等が
挙げられる。
【００９２】
　白色顔料の具体例としては、塩基性炭酸鉛（２ＰｂＣＯ3Ｐｂ（ＯＨ）2、いわゆる、シ
ルバーホワイト）、酸化亜鉛（ＺｎＯ、いわゆる、ジンクホワイト）、酸化チタン（Ｔｉ
Ｏ2、いわゆる、チタンホワイト）、チタン酸ストロンチウム（ＳｒＴｉＯ3、いわゆる、
チタンストロンチウムホワイト）等が利用可能である。
【００９３】
　ここで、酸化チタンは他の白色顔料と比べて比重が小さく、屈折率が大きく化学的、物
理的にも安定であるため、顔料としての隠蔽力や着色力が大きく、更に、酸やアルカリ、
その他の環境に対する耐久性にも優れている。したがって、白色顔料としては酸化チタン
を利用することが好ましい。もちろん、必要に応じて他の白色顔料（列挙した白色顔料以
外であってもよい。）を使用してもよい。
【００９４】
　顔料の分散には、例えばボールミル、サンドミル、アトライター、ロールミル、ジェッ
トミル、ホモジナイザー、ペイントシェーカー、ニーダー、アジテータ、ヘンシェルミキ
サ、コロイドミル、超音波ホモジナイザー、パールミル、湿式ジェットミル等の分散装置
を用いることができる。
【００９５】
　顔料の分散を行う際に分散剤を添加することも可能である。分散剤としては水酸基含有
カルボン酸エステル、長鎖ポリアミノアマイドと高分子量酸エステルの塩、高分子量ポリ
カルボン酸の塩、高分子量不飽和酸エステル、高分子共重合物、変性ポリアクリレート、
脂肪族多価カルボン酸、ナフタレンスルホン酸ホルマリン縮合物、ポリオキシエチレンア
ルキル燐酸エステル、顔料誘導体等を挙げることができる。また、ルーブリゾール社のＳ
ｏｌｓｐｅｒｓｅシリーズなどの市販の高分子分散剤を用いることも好ましい。
　また、分散助剤として、各種顔料に応じたシナージストを用いることも可能である。こ
れらの分散剤及び分散助剤は、顔料１００重量部に対し、１～５０重量部添加することが
好ましい。
【００９６】
　インク組成物において、顔料などの諸成分の分散媒としては、溶剤を添加してもよく、
また、無溶媒で、低分子量成分である前記重合性化合物を分散媒として用いてもよいが、
本発明のインク組成物は、エネルギー線硬化型のインクであり、インクを記録媒体上に適
用後、硬化させるため、無溶剤であることが好ましい。
【００９７】
　インク組成物中の顔料粒子の体積平均粒径は、０．０２～０．６０μｍであることが好
ましく、より好ましくは０．０２～０．１０μｍである。また、最大粒径は３μｍ以下が
好ましく、更に好ましくは１μｍ以下であり、そのような範囲となるよう、顔料、分散剤
、分散媒体の選定、分散条件、ろ過条件を設定する。この粒径管理によって、ヘッドノズ
ルの詰まりを抑制し、インクの保存安定性、インク透明性及びブロッキング感度を維持す
ることができる。なお、上記体積平均粒径は、レーザー回折・散乱式の粒度分布測定装置
（ＬＡ－９２０、（株）堀場製作所製）を用いて、トリプロピレングリコールメチルエー
テルを測定溶媒として測定されるものである。
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【００９８】
－染料－
　次に、本発明のインク組成物に用いられる着色剤として、好ましく使用される染料につ
いて述べる。
　染料としては、従来公知の化合物（染料）から適宜選択して使用することができる。具
体的には、特開２００２－１１４９３０号公報の段落００２３～００８９、特開２００８
－１３６４６号公報の段落０１３６～０１４０に記載の化合物などを挙げることができ、
これらを本発明にも適用することができる。
【００９９】
　前記着色剤の含有量は、インク組成物全重量に対して、０．０５～２０重量％が好まし
く、０．２～１０重量％がより好ましい。着色剤として油溶性染料を用いた場合には、イ
ンク組成物の全重量（溶媒を含む）に対して、０．２～６重量％が特に好ましい。
【０１００】
＜その他の成分＞
　更に、本発明のインク組成物は上記以外の成分を添加することができる。以下順次説明
する。
【０１０１】
（増感剤）
　本発明のインク組成物には、重合開始剤の活性光線照射による分解を促進させるために
増感剤を添加することができる。増感剤は、特定の活性エネルギー線を吸収して電子励起
状態となる。電子励起状態となった増感剤は、重合開始剤と接触して、電子移動、エネル
ギー移動、発熱などの作用を生じ、これにより重合開始剤の化学変化、即ち、分解、ラジ
カル、酸或いは塩基の生成を促進させるものである。
【０１０２】
　増感剤は、インク組成物に使用される光重合開始剤に開始種を発生させる活性エネルギ
ー線の波長に応じた化合物を使用すればよいが、一般的なインク組成物の硬化反応に使用
されることを考慮すれば、好ましい増感剤の例としては、以下の化合物類に属しており、
かつ、３５０ｎｍから４５０ｎｍ域に吸収波長を有するものを挙げることができる。
　多核芳香族類（例えば、アントラセン、ピレン、ペリレン、トリフェニレン）、チオキ
サントン類（例えば、イソプロピルチオキサントン）、キサンテン類（例えば、フルオレ
ッセイン、エオシン、エリスロシン、ローダミンＢ、ローズベンガル）、シアニン類（例
えばチアカルボシアニン、オキサカルボシアニン）、メロシアニン類（例えば、メロシア
ニン、カルボメロシアニン）、チアジン類（例えば、チオニン、メチレンブルー、トルイ
ジンブルー）、アクリジン類（例えば、アクリジンオレンジ、クロロフラビン、アクリフ
ラビン）、アントラキノン類（例えば、アントラキノン）、スクアリウム類（例えば、ス
クアリウム）、クマリン類（例えば、７－ジエチルアミノ－４－メチルクマリン）等が挙
げられ、多核芳香族類及びチオキサントン類が好ましい類として挙げられる。
　また、特開２００８－９５０８６号公報記載の増感色素も好適である。
【０１０３】
（共増感剤）
　本発明のインク組成物は、共増感剤を含有することもできる。本発明において共増感剤
は、増感剤の活性エネルギー線に対する感度を一層向上させる、或いは酸素による重合性
化合物の重合阻害を抑制する等の作用を有する。
【０１０４】
　共増感剤の例としては、アミン類、例えば、Ｍ．Ｒ．Ｓａｎｄｅｒら著「Ｊｏｕｒｎａ
ｌ　ｏｆ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ」第１０巻３１７３頁（１９７２）、特公昭
４４－２０１８９号公報、特開昭５１－８２１０２号公報、特開昭５２－１３４６９２号
公報、特開昭５９－１３８２０５号公報、特開昭６０－８４３０５号公報、特開昭６２－
１８５３７号公報、特開昭６４－３３１０４号公報、Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｄｉｓｃｌｏｓ
ｕｒｅ　３３８２５号記載の化合物等が挙げられ、具体的には、トリエタノールアミン、
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ｐ－ジメチルアミノ安息香酸エチルエステル、ｐ－ホルミルジメチルアニリン、ｐ－メチ
ルチオジメチルアニリン等が挙げられる。
【０１０５】
　共増感剤の別の例としては、チオール及びスルフィド類、例えば、特開昭５３－７０２
号公報、特公昭５５－５００８０６号公報、特開平５－１４２７７２号公報記載のチオー
ル化合物、特開昭５６－７５６４３号公報のジスルフィド化合物等が挙げられ、具体的に
は、２－メルカプトベンゾチアゾール、２－メルカプトベンゾオキサゾール、２－メルカ
プトベンゾイミダゾール、２－メルカプト－４（３Ｈ）－キナゾリン、β－メルカプトナ
フタレン等が挙げられる。
【０１０６】
　また、共増感剤の別の例としては、アミノ酸化合物（例、Ｎ－フェニルグリシン等）、
特公昭４８－４２９６５号公報記載の有機金属化合物（例、トリブチル錫アセテート等）
、特公昭５５－３４４１４号公報記載の水素供与体、特開平６－３０８７２７号公報記載
のイオウ化合物（例、トリチアン等）、特開平６－２５０３８７号公報記載のリン化合物
（ジエチルホスファイト等）、特開平８－５４７３５号記載のＳｉ－Ｈ、Ｇｅ－Ｈ化合物
等が挙げられる。
【０１０７】
（紫外線吸収剤）
　本発明のインク組成物には、得られる画像の耐候性向上、退色防止等の観点から、紫外
線吸収剤を用いることができる。
　紫外線吸収剤としては、例えば、特開昭５８－１８５６７７号公報、同６１－１９０５
３７号公報、特開平２－７８２号公報、同５－１９７０７５号公報、同９－３４０５７号
公報等に記載されたベンゾトリアゾール系化合物、特開昭４６－２７８４号公報、特開平
５－１９４４８３号公報、米国特許第３２１４４６３号明細書等に記載されたベンゾフェ
ノン系化合物、特公昭４８－３０４９２号公報、同５６－２１１４１号公報、特開平１０
－８８１０６号公報等に記載された桂皮酸系化合物、特開平４－２９８５０３号公報、同
８－５３４２７号公報、同８－２３９３６８号公報、同１０－１８２６２１号公報、特表
平８－５０１２９１号公報等に記載されたトリアジン系化合物、リサーチディスクロージ
ャーＮｏ．２４２３９号に記載された化合物やスチルベン系、ベンズオキサゾール系化合
物に代表される紫外線を吸収して蛍光を発する化合物、いわゆる蛍光増白剤、などが挙げ
られる。
　紫外線吸収剤の添加量は目的に応じて適宜選択されるが、一般的には、インク組成物全
重量に対し０．５～１５重量％であることが好ましい。
【０１０８】
（酸化防止剤）
　本発明のインク組成物の安定性向上のため、酸化防止剤を添加することができる。
　酸化防止剤としては、欧州公開特許第２２３７３９号公報、同３０９４０１号公報、同
第３０９４０２号公報、同第３１０５５１号公報、同第３１０５５２号公報、同第４５９
４１６号公報、ドイツ公開特許第３４３５４４３号公報、特開昭５４－４８５３５号公報
、同６２－２６２０４７号公報、同６３－１１３５３６号公報、同６３－１６３３５１号
公報、特開平２－２６２６５４号公報、特開平２－７１２６２号公報、特開平３－１２１
４４９号公報、特開平５－６１１６６号公報、特開平５－１１９４４９号公報、米国特許
第４８１４２６２号明細書、米国特許第４９８０２７５号明細書等に記載のものを挙げる
ことができる。
　酸化防止剤の添加量は目的に応じて適宜選択されるが、インク組成物全重量に対し０．
１～８重量％であることが好ましい。
【０１０９】
（褪色防止剤）
　本発明のインク組成物には、各種の有機系及び金属錯体系の褪色防止剤を使用すること
ができる。
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　有機系の褪色防止剤としては、ハイドロキノン類、アルコキシフェノール類、ジアルコ
キシフェノール類、フェノール類、アニリン類、アミン類、インダン類、クロマン類、ア
ルコキシアニリン類、ヘテロ環類、などが挙げられる。
　また、金属錯体系の褪色防止剤としては、ニッケル錯体、亜鉛錯体、などが挙げられ、
具体的には、リサーチディスクロージャーＮｏ．１７６４３の第ＶＩＩのＩ～Ｊ項、同Ｎ
ｏ．１５１６２、同Ｎｏ．１８７１６の６５０頁左欄、同Ｎｏ．３６５４４の５２７頁、
同Ｎｏ．３０７１０５の８７２頁、同Ｎｏ．１５１６２に引用された特許に記載された化
合物や、特開昭６２－２１５２７２号公報の１２７頁～１３７頁に記載された代表的化合
物の一般式及び化合物例に含まれる化合物を使用することができる。
　褪色防止剤の添加量は目的に応じて適宜選択されるが、インク組成物全重量に対して０
．１～８重量％であることが好ましい。
【０１１０】
（導電性塩類）
　本発明のインク組成物には、吐出物性の制御を目的として、チオシアン酸カリウム、硝
酸リチウム、チオシアン酸アンモニウム、ジメチルアミン塩酸塩などの導電性塩類を添加
することができる。
【０１１１】
（溶剤）
　本発明のインク組成物には、被記録媒体（基材）との密着性を改良するため、極微量の
非硬化性の有機溶剤を添加してもよい。
　溶剤としては、例えば、アセトン、メチルエチルケトン、ジエチルケトン等のケトン系
溶剤、メタノール、エタノール、２－プロパノール、１－プロパノール、１－ブタノール
、ｔｅｒｔ－ブタノール等のアルコール系溶剤、クロロホルム、塩化メチレン等の塩素系
溶剤、ベンゼン、トルエン等の芳香族系溶剤、酢酸エチル、酢酸ブチル、酢酸イソプロピ
ルなどのエステル系溶剤、ジエチルエーテル、テトラヒドロフラン、ジオキサン等のエー
テル系溶剤、エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールジメチルエー
テル等のグリコールエーテル系溶剤、などが挙げられる。
　この場合、耐溶剤性又はＶＯＣ（Ｖｏｌａｔｉｌｅ Ｏｒｇａｎｉｃ Ｃｏｍｐｏｕｎｄ
）の問題が起こらない範囲での添加が有効であり、その量はインク組成物全重量に対し実
質的に含有しないことが好ましく、０．１～５重量％がより好ましく、更に好ましくは０
．１～３重量％の範囲である。
【０１１２】
（高分子化合物）
　本発明のインク組成物には、膜物性を調整するため、成分Ａ以外の各種油溶性の高分子
化合物を併用することもできる。
　油溶性高分子化合物としては、アクリル系重合体、ポリビニルブチラール樹脂、ポリウ
レタン樹脂、ポリアミド樹脂、ポリエステル樹脂、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、ポリ
カーボネート樹脂、ポリビニルブチラール樹脂、ポリビニルホルマール樹脂、シェラック
、ビニル系樹脂、アクリル系樹脂、ゴム系樹脂、ワックス類、その他の天然樹脂等が使用
できる。また、これらは２種以上併用してもかまわない。これらのうち、アクリル系のモ
ノマーの共重合によって得られるビニル系共重合体が好ましい。更に、高分子化合物の共
重合組成として、「カルボキシル基含有モノマー」、「メタクリル酸アルキルエステル」
、又は「アクリル酸アルキルエステル」を構造単位として含む共重合体も好ましく用いら
れる。
　また、本発明のインク組成物を膜としたときに、タック性改善等の目的で表面に偏析し
やすい高分子化合物の使用も好適である。これらの高分子化合物は特開２００８－２４８
１１９号公報の段落００１７～００３７、特開２００５－２５０８９０号公報の段落００
１５～００３４などに記載されたＳｉ、Ｆ原子を含む高分子、長鎖アルキル基を側鎖に有
する高分子などが利用可能である。
【０１１３】
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（界面活性剤）
　本発明のインク組成物には、界面活性剤を添加してもよい。
　界面活性剤としては、特開昭６２－１７３４６３号、同６２－１８３４５７号の各公報
に記載されたものが挙げられる。例えば、ジアルキルスルホコハク酸塩類、アルキルナフ
タレンスルホン酸塩類、脂肪酸塩類等のアニオン性界面活性剤、ポリオキシエチレンアル
キルエーテル類、ポリオキシエチレンアルキルアリルエーテル類、アセチレングリコール
類、ポリオキシエチレン・ポリオキシプロピレンブロックコポリマー類等のノニオン性界
面活性剤、アルキルアミン塩類、第４級アンモニウム塩類等のカチオン性界面活性剤が挙
げられる。
　なお、界面活性剤の代わりに有機フルオロ化合物を用いてもよい。
　有機フルオロ化合物は、疎水性であることが好ましい。有機フルオロ化合物としては、
例えば、フッ素系界面活性剤、オイル状フッ素系化合物（例、フッ素油）及び固体状フッ
素化合物樹脂（例、四フッ化エチレン樹脂）が含まれ、特公昭５７－９０５３号（第８～
１７欄）、特開昭６２－１３５８２６号の各公報に記載されたものが挙げられる。
　組成物中における界面活性剤の含有量は使用目的により適宜選択されるが、インク組成
物全体に対し、０．０００１～１重量％が好ましく、０．００１～０．１重量％がより好
ましい。
【０１１４】
　この他にも、必要に応じて、例えば、重合禁止剤、レベリング添加剤、マット剤、膜物
性を調整するためのワックス類、ポリオレフィンやポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ
）等の被記録媒体への密着性を改善するために、重合を阻害しないタッキファイヤー（粘
着付与剤）などを含有させることができる。
　重合禁止剤としては、例えば、ハイドロキノン、メトキシベンゾキノン、メトキシフェ
ノール、フェノチアジン、ｔ－ブチルカテコール、メルカプトベンズイミダゾール、アル
キルジチオカルバミン酸塩類、アルキルフェノール類、アルキルビスフェノール類、サリ
チル酸塩類、チオジプロピオン酸エステル類、ホスファイト類、ニトロキサイドアルミニ
ウム錯体などが挙げられる。具体的には、Ｇｅｎｏｒａｄ１６、１８、２０、２１、２２
（Ｒａｈｎ社製）等が挙げられる。重合禁止剤の含有量は限定的でないが、インク組成物
全重量に対して、０．０１～５重量％が好ましく、０．０２～１重量％がより好ましい。
　タッキファイヤーとしては、具体的には、特開２００１－４９２００号公報の５～６ｐ
に記載されている高分子量の粘着性ポリマー（例えば、（メタ）アクリル酸と炭素数１～
２０のアルキル基を有するアルコールとのエステル、（メタ）アクリル酸と炭素数３～１
４の脂環族アルコールとのエステル、（メタ）アクリル酸と炭素数６～１４の芳香族アル
コールとのエステルからなる共重合物）や、重合性不飽和結合を有する低分子量粘着付与
性樹脂などである。
【０１１５】
（インクジェット記録方法、インクジェット記録装置及び印刷物）
　本発明のインクジェット記録方法は、本発明のインク組成物をインクジェット記録用と
して被記録媒体（支持体、記録材料等）上に吐出し、被記録媒体上に吐出されたインク組
成物に活性放射線（活性エネルギー線、ともいう。）を照射し、インク組成物を硬化して
画像を形成する方法である。
【０１１６】
　より具体的には、本発明のインクジェット記録方法は、（ａ1）被記録媒体上に、本発
明のインク組成物を吐出する工程、及び、（ｂ1）吐出されたインク組成物に活性エネル
ギー線を照射して前記インク組成物を硬化する工程、を含むことが好ましい。
　本発明のインクジェット記録方法は、上記（ａ1）及び（ｂ1）工程を含むことにより、
被記録媒体上において硬化したインク組成物により画像が形成される。
　また、本発明の印刷物は、本発明のインクジェット記録方法によって記録された印刷物
である。
【０１１７】
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　本発明のインクジェット記録方法における（ａ1）工程には、以下に詳述するインクジ
ェット記録装置を用いることができる。
【０１１８】
＜インクジェット記録装置＞
　本発明のインクジェット記録方法に用いることができるインクジェット記録装置として
は、特に制限はなく、目的とする解像度を達成し得る公知のインクジェット記録装置を任
意に選択して使用することができる。すなわち、市販品を含む公知のインクジェット記録
装置であれば、いずれも、本発明のインクジェット記録方法の（ａ1）工程における被記
録媒体へのインク組成物の吐出を実施することができる。
【０１１９】
　本発明で用いることができるインクジェット記録装置としては、例えば、インク供給系
、温度センサー、活性エネルギー線源を含む装置が挙げられる。
　インク供給系は、例えば、本発明のインク組成物を含む元タンク、供給配管、インクジ
ェットヘッド直前のインク供給タンク、フィルター、ピエゾ型のインクジェットヘッドか
らなる。ピエゾ型のインクジェットヘッドは、好ましくは１～１００ｐｌ、より好ましく
は８～３０ｐｌのマルチサイズドットを、好ましくは３２０×３２０～４，０００×４，
０００ｄｐｉ、より好ましくは４００×４００～１，６００×１，６００ｄｐｉ、更に好
ましくは７２０×７２０ｄｐｉの解像度で吐出できるよう駆動することができる。なお、
本発明でいうｄｐｉとは、２．５４ｃｍ当たりのドット数を表す。
【０１２０】
　上述したように、本発明のインク組成物は、吐出されるインク組成物を一定温度にする
ことが好ましいことから、インクジェット記録装置には、インク組成物温度の安定化手段
を備えることが好ましい。一定温度にする部位はインクタンク（中間タンクがある場合は
中間タンク）からノズル射出面までの配管系、部材の全てが対象となる。すなわち、イン
ク供給タンクからインクジェットヘッド部分までは、断熱及び加温を行うことができる。
　温度コントロールの方法としては、特に制約はないが、例えば、温度センサーを各配管
部位に複数設け、インク流量、環境温度に応じた加熱制御をすることが好ましい。温度セ
ンサーは、インク供給タンク及びインクジェットヘッドのノズル付近に設けることができ
る。また、加熱するヘッドユニットは、装置本体を外気からの温度の影響を受けないよう
、熱的に遮断又は断熱されていることが好ましい。加熱に要するプリンター立上げ時間を
短縮するため、あるいは、熱エネルギーのロスを低減するために、他部位との断熱を行う
とともに、加熱ユニット全体の熱容量を小さくすることが好ましい。
【０１２１】
　上記のインクジェット記録装置を用いて、本発明のインク組成物の吐出は、インク組成
物を、好ましくは２５～８０℃、より好ましくは２５～５０℃に加熱して、インク組成物
の粘度を、好ましくは３～１５ｍＰａ・ｓ、より好ましくは３～１３ｍＰａ・ｓに下げた
後に行うことが好ましい。特に、本発明のインク組成物として、２５℃におけるインク粘
度が５０ｍＰａ・ｓ以下であるものを用いると、良好に吐出が行えるので好ましい。この
方法を用いることにより、高い吐出安定性を実現することができる。
　インク組成物の粘度は、ＶＩＳＣＯＭＥＴＥＲ　ＴＶ－２２（東機産業（株）製）を用
い、２５℃の条件下で測定されるものである。
　本発明のインク組成物のような放射線硬化型インク組成物は、概して通常インクジェッ
ト記録用インク組成物で使用される水性インク組成物より粘度が高いため、吐出時の温度
変動による粘度変動が大きい。インク組成物の粘度変動は、液滴サイズの変化及び液滴吐
出速度の変化に対して大きな影響を与え、ひいては画質劣化を引き起こす。したがって、
吐出時のインク組成物の温度はできるだけ一定に保つことが必要である。よって、本発明
において、インク組成物の温度の制御幅は、好ましくは設定温度の±５℃、より好ましく
は設定温度の±２℃、更に好ましくは設定温度±１℃とすることが適当である。
【０１２２】
　本発明のインクジェット記録方法に使用されるインクジェットヘッドは、インク吐出側
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の面が親インク処理されたノズルプレートを有するインクジェットヘッドであることが好
ましい。
　インク吐出側の面が親インク処理されたノズルプレートを有するインクジェットヘッド
としては、例えばＦＵＪＩＦＩＬＭ　Ｄｉｍａｔｉｘ社製のピエゾ駆動方式によるオンデ
マンド・インクジェットヘッドが挙げられる。その具体例として、Ｓ－ｃｌａｓｓ、Ｑ－
ｃｌａｓｓ　Ｓａｐｐｈｉｒｅが挙げられる。
【０１２３】
　前記ノズルプレートは、インク吐出側の面が親インク処理されたノズルプレートであり
、インク吐出側の面の少なくとも一部が親インク処理されたものであればよく、インク吐
出側の面の全面が親インク処理されたものが好ましい。
【０１２４】
　親インク処理の方法として、ノズルプレートの表面の少なくとも一部に非撥インク性の
層を１層以上形成する方法が挙げられる。
　具体的には、前記ノズルプレートが、インク吐出側の面の少なくとも一部に、金、ステ
ンレス、鉄、チタン、タンタル、プラチナ、ロジウム、ニッケル、クロム、酸化ケイ素、
窒化ケイ素及び窒化アルミニウムよりなる群から選ばれた少なくとも１種により形成され
た層を備えることが好ましく、金、ステンレス、鉄、チタン、酸化ケイ素、窒化ケイ素、
窒化アルミニウムよりなる群から選ばれた少なくとも１種により形成された層を備えるこ
とがより好ましく、金、ステンレス及び酸化ケイ素よりなる群から選ばれた少なくとも１
種により形成された層を備えることが更に好ましく、酸化ケイ素により形成された層を備
えることが最も好ましい。
【０１２５】
　親インク処理方法としては、公知の方法を用いることができ、限定されないが、例えば
（１）シリコン製のノズルプレートの表面を熱酸化して酸化ケイ素膜を形成する方法、（
２）シリコンやシリコン以外の酸化膜を酸化的に形成する方法、若しくは、スパッタリン
グにより形成する方法、（３）金属膜を形成する方法、が挙げられる。これらの方法の詳
細については、米国特許出願公開第２０１０／０１４１７０９号明細書を参照することが
できる。
【０１２６】
　次に、（ｂ1）吐出されたインク組成物に活性エネルギー線を照射して、前記インク組
成物を硬化する工程について説明する。
　被記録媒体上に吐出されたインク組成物は、活性エネルギー線を照射することによって
硬化する。これは、本発明のインク組成物に含まれる重合開始剤が活性エネルギー線の照
射により分解して、ラジカルなどの重合開始種を発生し、その開始種の機能に重合性化合
物の重合反応が、生起、促進されるためである。このとき、インク組成物において重合開
始剤と共に増感剤が存在すると、系中の増感剤が活性エネルギー線を吸収して励起状態と
なり、重合開始剤と接触することによって重合開始剤の分解を促進させ、より高感度の硬
化反応を達成させることができる。
【０１２７】
　ここで、使用される活性エネルギー線は、α線、γ線、電子線、Ｘ線、紫外線、可視光
又は赤外光などが使用され得る。活性エネルギー線のピーク波長は、増感剤の吸収特性に
もよるが、例えば、２００～６００ｎｍであることが好ましく、３００～４５０ｎｍであ
ることがより好ましく、３２０～４２０ｎｍであることが更に好ましく、活性エネルギー
線が、ピーク波長が３４０～４００ｎｍの範囲の紫外線であることが特に好ましい。
【０１２８】
　また、本発明のインク組成物の、重合開始系は、低出力の活性エネルギー線であっても
十分な感度を有するものである。したがって、露光面照度が、好ましくは１０～４，００
０ｍＷ／ｃｍ2、より好ましくは２０～２，５００ｍＷ／ｃｍ2で硬化させることが適当で
ある。
【０１２９】
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　活性エネルギー線源としては、水銀ランプやガス・固体レーザー等が主に利用されてお
り、紫外線光硬化型インクジェット記録用インク組成物の硬化に使用される光源としては
、水銀ランプ、メタルハライドランプが広く知られている。しかしながら、現在環境保護
の観点から水銀フリー化が強く望まれており、ＧａＮ系半導体紫外発光デバイスへの置き
換えは産業的、環境的にも非常に有用である。更に、ＬＥＤ（ＵＶ－ＬＥＤ）、ＬＤ（Ｕ
Ｖ－ＬＤ）は小型、高寿命、高効率、低コストであり、光硬化型インクジェット用光源と
して期待されている。
　また、発光ダイオード（ＬＥＤ）及びレーザーダイオード（ＬＤ）を活性エネルギー線
源として用いることが可能である。特に、紫外線源を要する場合、紫外ＬＥＤ及び紫外Ｌ
Ｄを使用することができる。例えば、日亜化学工業（株）は、主放出スペクトルが３６５
ｎｍと４２０ｎｍとの間の波長を有する紫色ＬＥＤを上市している。更に一層短い波長が
必要とされる場合、米国特許第６，０８４，２５０号明細書は、３００ｎｍと３７０ｎｍ
との間に中心付けされた活性エネルギー線を放出し得るＬＥＤを開示している。また、他
の紫外ＬＥＤも、入手可能であり、異なる紫外線帯域の放射を照射することができる。本
発明で特に好ましい活性エネルギー線源はＵＶ－ＬＥＤであり、特に好ましくは３４０～
４００ｎｍにピーク波長を有するＵＶ－ＬＥＤである。
　なお、ＬＥＤの被記録媒体上での最高照度は、１０～２，０００ｍＷ／ｃｍ2であるこ
とが好ましく、２０～１，０００ｍＷ／ｃｍ2であることがより好ましく、５０～８００
ｍＷ／ｃｍ2であることが特に好ましい。
【０１３０】
　本発明のインク組成物は、このような活性エネルギー線に、好ましくは０．０１～１２
０秒、より好ましくは０．１～９０秒照射されることが適当である。
　活性エネルギー線の照射条件及び基本的な照射方法は、特開昭６０－１３２７６７号公
報に開示されている。具体的には、インク組成物の吐出装置を含むヘッドユニットの両側
に光源を設け、いわゆるシャトル方式でヘッドユニットと光源を走査することによって行
われる。活性エネルギー線の照射は、インク組成物の着弾後、一定時間（好ましくは０．
０１～０．５秒、より好ましくは０．０１～０．３秒、更に好ましくは０．０１～０．１
５秒）をおいて行われることになる。このようにインク組成物の着弾から照射までの時間
を極短時間に制御することにより、被記録媒体に着弾したインク組成物が硬化前に滲むこ
とを防止することが可能となる。また、多孔質な被記録媒体に対しても光源の届かない深
部までインク組成物が浸透する前に露光することができるため、未反応モノマーの残留を
抑えることができるので好ましい。
　更に、駆動を伴わない別光源によって完了させてもよい。国際公開第９９／５４４１５
号パンフレットでは、照射方法として、光ファイバーを用いた方法やコリメートされた光
源をヘッドユニット側面に設けた鏡面に当て、記録部へＵＶ光を照射する方法が開示され
ており、このような硬化方法もまた、本発明のインクジェット記録方法に適用することが
できる。
【０１３１】
　上述したようなインクジェット記録方法を採用することにより、表面の濡れ性が異なる
様々な被記録媒体に対しても、着弾したインク組成物のドット径を一定に保つことができ
、画質が向上する。なお、カラー画像を得るためには、明度の高い色から順に重ねていく
ことが好ましい。明度の高いインク組成物から順に重ねることにより、下部のインク組成
物まで照射線が到達しやすくなり、良好な硬化感度、残留モノマーの低減、基材密着性の
向上が期待できる。また、照射は、全色を吐出してまとめて露光することが可能だが、１
色毎に露光するほうが、硬化促進の観点で好ましい。
　このようにして、本発明のインク組成物は、活性エネルギー線の照射により高感度で硬
化することで、被記録媒体表面に画像を形成することができる。
【０１３２】
　本発明のインクジェット記録方法は、インクセットを使用することが好ましい。
　本発明のインクジェット記録方法において、吐出する各着色インク組成物の順番は、特
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に限定されるわけではないが、明度の高い着色インク組成物から被記録媒体に付与するこ
とが好ましく、イエロー、シアン、マゼンタ、ブラックを使用する場合には、イエロー→
シアン→マゼンタ→ブラックの順で被記録媒体上に付与することが好ましい。また、これ
にホワイトを加えて使用する場合にはホワイト→イエロー→シアン→マゼンタ→ブラック
の順で被記録媒体上に付与することが好ましい。更に、本発明はこれに限定されず、イエ
ロー、ライトシアン、ライトマゼンタ、シアン、マゼンタ、ブラック、ホワイトのインク
組成物との計７色が少なくとも含まれるインクセットを好ましく使用することもでき、そ
の場合には、ホワイト→ライトシアン→ライトマゼンタ→イエロー→シアン→マゼンタ→
ブラックの順で被記録媒体上に付与することが好ましい。
【０１３３】
　本発明において、被記録媒体としては、特に限定されず、支持体や記録材料として公知
の被記録媒体を使用することができる。例えば、紙、プラスチック（例えば、ポリエチレ
ン、ポリプロピレン、ポリスチレン等）がラミネートされた紙、金属板（例えば、アルミ
ニウム、亜鉛、銅等）、プラスチックフィルム（例えば、二酢酸セルロース、三酢酸セル
ロース、プロピオン酸セルロース、酪酸セルロース、酢酸酪酸セルロース、硝酸セルロー
ス、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレン、ポリスチレン、ポリプロピレン、ポリ
カーボネート、ポリビニルアセタール、ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）、アクリル樹脂等）、
上述した金属がラミネートされ又は蒸着された紙又はプラスチックフィルム（複合アルミ
板等）等が挙げられる。また、本発明における被記録媒体として、非吸収性被記録媒体を
好適に使用することができる。
【実施例】
【０１３４】
　以下、本発明を実施例により更に具体的に説明するが、本発明はその主旨を越えない限
り、以下の実施例に限定されるものではない。なお、特に断りのない限り、「％」及び「
部」は重量基準である。
【０１３５】
　実施例及び比較例で使用する化合物のうち、製造元の記載のない化合物は、公知の方法
、又は、公知の方法を応用し、合成した。
【０１３６】
・Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２（イエロー顔料、クラリアント社製）
・Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５７：１（マゼンタ顔料、クラリアント社製）
・Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３（シアン顔料、クラリアント社製）
・Ｃ．Ｉ．ピグメントブラック７（ブラック顔料、クラリアント社製）
・ＭＩＣＲＯＬＩＴＨ　ＷＨＩＴＥ　Ｒ－Ａ（ホワイト顔料、チバ・ジャパン（株）製）
・ソルスパース３２０００（高分子分散剤、日本ルーブリゾール（株）製）
・ＰＥＡ（２－フェノキシエチルアクリレート、単官能ラジカル重合性化合物、ビスコー
ト＃１９２、大阪有機化学工業（株）製）
・ＮＶＣ（Ｎ－ビニルカプロラクタム、単官能ラジカル重合性化合物、Ｖ－ＣＡＰ、ＢＡ
ＳＦ社製）
・ＩＢＯＡ（イソボルニルアクリレート、単官能ラジカル重合性化合物、アロニックスＭ
－１５６、東亞合成（株）製）
・ＤＭＡＡＭ（Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリルアミド、単官能ラジカル重合性化合物、ＤＭＡ
Ａ、（株）興人製）
・ＥＯＥＯＥＡ（２－（２－エトキシエトキシ）エチルアクリレート、単官能ラジカル重
合性化合物、ＳＲ２５６、サートマー社製）
・ＤＶＥ３（トリエチレングリコールジビニルエーテル、２官能ラジカル重合性化合物、
Ｒａｐｉ－Ｃｕｒｅ　ＤＶＥ－３、ＩＳＰ　Ｅｕｒｏｐｅ社製）
・ＨＤＤＡ：ヘキサンジオールジアクリレート、２官能ラジカル重合性化合物、ＫＳ－Ｈ
ＤＤＡ、サートマー社製）
・ＴＭＰ（ＰＯ）ＴＡ（トリメチロールプロパンプロピレンオキシド変性トリアクリレー
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ト、３官能ラジカル重合性化合物、アロニックスＭ－３１０、東亞合成（株）製）
・Ｌｕｃｉｒｉｎ　ＴＰＯ（２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフィンオ
キサイド、光重合開始剤、ＢＡＳＦ社製）
・ｐ－フェニルベンゾフェノン（光重合開始剤、和光純薬工業（株）製）
・カレンズＭＴＰＥ１（ペンタエリスリトールテトラキス（３－メルカプトブチレート）
、連鎖移動剤、多官能チオール化合物、昭和電工（株）製）
・カレンズＭＴＮＲ１（１，３，５－トリス（３－メルカブトブチルオキシエチル）－１
，３，５－トリアジン－２，４，６（１Ｈ，３Ｈ，５Ｈ）－トリオン、昭和電工（株）製
）
・Ｂｙｋ　３０７（界面活性剤、ＢＹＫ　Ｃｈｅｍｉｅ社製）
・Ｇｅｎｏｒａｄ　１６（重合禁止剤、Ｒａｈｎ社製）
　なお、実施例で合成したポリマーＡ－１～Ａ－８は、前述したポリマーＡ－１～Ａ－８
と同じものである。
【０１３７】
（ポリマーＡ－１の合成）
　テトラヒドロフラン７０ｇ、Ｎ－ｎ－ブチルアクリルアミド　３０ｇ、カレンズＭＴＰ
Ｅ１　１．５ｇ、Ｖ－６０１（ジメチル２，２’－アゾビス（２－メチルプロピオネート
）、和光純薬工業（株）製）　０．２ｇ、を冷却管を備えた３００ｍｌ三口フラスコに秤
量し、窒素気流下、８０℃で５時間反応を行った。その後、Ｖ－６０１　０．２ｇを追加
し、更に４時間反応を行った。放冷したサンプルをヘキサン中へ注ぎ、再沈精製後、真空
乾燥しポリマーＡ－１　約３０ｇを得た。
【０１３８】
（ポリマーＡ－２～Ａ－４の合成）
　使用するモノマーを表１のように変更した以外は、ポリマーＡ－１とほぼ同様に合成を
行い、ポリマーＡ－２～Ａ－４を得た。
【０１３９】
（ポリマーＡ－５の合成）
　冷却管を備えた３００ｍｌ三口フラスコ中へ、テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）１００ｇ
、Ｎ，Ｎ－ジエチルアクリルアミド３２．８ｇ、メチルメタクリレート１７．２ｇ、１，
１，１－トリス（２－ブロモイソブチリロキシメチル）エタン　０．８１ｇ、酸化銅（Ｉ
）０．６２ｇ、Ｍｅ6－ＴＲＥＮ（トリス［２－（ジメチルアミノ）エチル］アミン、ア
ルドリッチ社製）　０．９９ｇを加え、真空ポンプにより減圧脱気を数回繰り返した後、
窒素気流下、６０℃に加熱し、１２時間反応を行った。メタンスルホン酸２ｇを添加した
後、窒素を止め急冷後、ＴＨＦ１００ｇを追加し、大量の水中へ注ぎ再沈精製を行いポリ
マーＡ－５　３１．２ｇを得た。
【０１４０】
（ポリマーＡ－６～Ａ－８の合成）
　使用する原材料を表１のように変更し、ポリマーＡ－５とほぼ同様に合成を行い、ポリ
マーＡ－６～Ａ－８を得た。
【０１４１】
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【表１】

【０１４２】
（ポリマーＢ－１の合成：分岐のないポリマー）
　テトラヒドロフラン７０ｇ、Ｎ－ｎ－ブチルアクリルアミド　３０ｇ、Ｖ－６０１　０
．６ｇ、を冷却管を備えた３００ｍｌ三口フラスコに秤量し、窒素気流下、８０℃で５時
間反応を行った。その後、Ｖ－６０１　０．３ｇを追加し、更に４時間反応を行った。放
冷したサンプルをヘキサン中へ注ぎ、再沈精製後、真空乾燥しポリマーＢ－１　約３０ｇ
を得た。
（ポリマーＢ－２の合成：アクリル樹脂）
　２－ブタノン７０ｇ、メチルメタクリレート３０ｇ、ペンタエリスリトールテトラキス
（３－メルカプトプロピオネート）０．４ｇ、Ｖ－６０１　０．３ｇを、冷却管を備えた
３００ｍｌ三口フラスコに秤量し、窒素気流下、８０℃で５時間反応を行った。その後、
Ｖ－６０１　１．２ｇを追加し、更に４時間反応を行った。放冷したサンプルをヘキサン
中へ注ぎ、再沈精製後、真空乾燥しポリマーＢ－２　約３０ｇを得た。
（ポリマーＢ－３の合成：分岐がなく、分子量が比較的小さい樹脂）
　テトラヒドロフラン７０ｇ、Ｎ－ｎ－ブチルアクリルアミド３０ｇ、Ｖ－６０１　３．
１ｇを、冷却管を備えた３００ｍｌ三口フラスコに秤量し、窒素気流下、８０℃で５時間
反応を行った。その後、Ｖ－６０１　１．２ｇを追加し、更に４時間反応を行った。放冷
したサンプルをヘキサン中へ注ぎ、再沈精製後、真空乾燥しポリマーＢ－３　約３０ｇを
得た。
【０１４３】
【化１３】

【０１４４】
（顔料分散物の調製）
　次に示す顔料、分散剤、重合性化合物を混合して、ミキサー（シルバーソン社製Ｌ４Ｒ
）を用いて２，５００回転／分にて１０分撹拌した。その後、ビーズミル分散機ＤＩＳＰ
ＥＲＭＡＴ　ＬＳ（ＶＭＡ社製）に入れ、直径０．６５ｍｍのＹＴＺボール（（株）ニッ
カトー製）を用い、２，５００回転／分で６時間分散を行い、各色の顔料分散物（Ｙ、Ｍ
、Ｃ、Ｋ、及びＷ）を調製した。
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【０１４５】
イエロー顔料分散物（Ｙ）
・顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２　　　　　　　　　　　　　　　　　１０部
・分散剤：ソルスパース３２０００　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５部
・単官能重合性化合物：２－フェノキシエチルアクリレート　　　　　　　　　８５部
【０１４６】
マゼンタ顔料分散物（Ｍ）
・顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５７：１　　　　　　　　　　　　　　　　１５部
・分散剤：ソルスパース３２０００　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５部
・単官能重合性化合物：２－フェノキシエチルアクリレート　　　　　　　　　８０部
【０１４７】
シアン顔料分散物（Ｃ）
・顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３　　　　　　　　　　　　　　　　２０部
・分散剤：ソルスパース３２０００　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５部
・単官能重合性化合物：２－フェノキシエチルアクリレート　　　　　　　　　７５部
【０１４８】
ブラック顔料分散物（Ｋ）
・顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントブラック７　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０部
・分散剤：ソルスパース３２０００　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５部
・単官能重合性化合物：２－フェノキシエチルアクリレート　　　　　　　　　７５部
【０１４９】
ホワイト顔料分散物（Ｗ）
・顔料：ＭＩＣＲＯＬＩＴＨ　ＷＨＩＴＥ　Ｒ－Ａ　　　　　　　　　　　　　２０部
・分散剤：ソルスパース３２０００　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５部
・単官能重合性化合物：２－フェノキシエチルアクリレート　　　　　　　　　７５部
【０１５０】
（実施例１～２５及び比較例１～４）
＜インク組成物の調製＞
　表２に示す成分に下記の成分を更に加えて混合して、ミキサー（シルバーソン社製Ｌ４
Ｒ）を用いて１，０００回転／分にて５分撹拌した。その後、日本ポール（株）製カート
リッジフィルター（製品名：プロファイルIIＡＢ０１Ａ０１０１４Ｊ）を用いてろ過し、
実施例１～２５及び比較例１～４のインク組成物を調製した。
・重合禁止剤：Ｇｅｎｏｒａｄ　１６　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０５部
・光重合開始剤（成分Ｂ）：Ｌｕｃｉｒｉｎ　ＴＰＯ　　　　　　　　　　　６．０部
・光重合開始剤（成分Ｂ）：ｐ－フェニルベンゾフェノン　　　　　　　　　４．０部
・界面活性剤：Ｂｙｋ　３０７　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０５部
　なお、表２中、「－」は非含有を表す。ＰＥＡ（＊）は、顔料分散物に由来するＰＥＡ
の量も含む。
【０１５１】
　実施例１～２５及び比較例１～４のインク組成物について、基材密着性の評価、鉛筆硬
度試験による膜硬度の評価、及び、吐出安定性の評価を行った。結果を表２に示す。
【０１５２】
－基材密着性評価－
　被記録媒体としてポリカーボネートシート（ＰＣ、帝人化成（株）製）及びアクリルシ
ート（Ａｃｒｙｌ、日本アクリエース（株）製）を用い、各々の表面に、得られた実施例
１～２５及び比較例１～４のインク組成物を、Ｋハンドコーター（バーＮｏ．２）を用い
てウェット膜厚１２μｍとなるように塗布した。次いで、オゾンレスメタルハライドラン
プＭＡＮ２５０Ｌを搭載し、コンベアスピード９．０ｍ／分、露光強度２．０Ｗ／ｃｍ2

に設定した実験用ＵＶミニコンベア装置ＣＳＯＴ（（株）ジーエス・ユアサパワーサプラ
イ製）により、エネルギー線により硬化させた。被記録媒体への接着性は、この硬化塗膜
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を用いてＩＳＯ２４０９（クロスカット法）により下記の基準で評価した。結果を表２に
示す。
　０：カットの縁が完全に滑らかで、どの格子の目にもはがれがない。
　１：カットの交差点における塗膜の小さなはがれが生じる。クロスカット部分で影響を
受けるのは、５％を上回ることはない。
　２：塗膜のカットの縁に沿って、及び／又は、交差点においてはがれる。クロスカット
部分で影響を受けるのは、５％を超えるが、１５％を上回ることはない。
　３：塗膜がカットの縁に沿って、部分的又は全面的に大はがれを生じており、及び／又
は目のいろいろな部分が、部分的又は全面的にはがれている。クロスカット部分で影響を
受けるのは、１５％を超えるが、３５％を上回ることはない。
　４：塗膜がカットの縁に沿って、部分的又は全面的に大はがれを生じており、及び／又
は数か所の目が部分的又は全面的にはがれている。クロスカット部分で影響を受けるのは
、３５％を超えるが、６５％を上回ることはない。
　５：はがれの程度が６５％を超える。
　０～１が許容されるレベルであった。
【０１５３】
－鉛筆硬度評価－
　基材密着性評価に用いたものと同様に作製したインク硬化膜について、ＪＩＳ　Ｋ５６
００－４に基づき、鉛筆硬度試験を行った。結果を表２に示す。
　延伸性を有する本発明のインク組成物において、硬度の許容範囲はＨＢ以上であり、Ｈ
以上であることが好ましい。評価結果がＢ以下である印刷物は印刷物の取り扱い時にキズ
が生じる可能性があり好ましくない。
　なお、鉛筆は三菱鉛筆（株）製のＵＮＩ（登録商標）を使用した。
【０１５４】
－吐出安定性評価－
　インクのヘッドノズルでの吐出安定性を評価するために、下記の条件でピエゾ型インク
ジェットノズルを有する市販のインクジェット記録装置により６０分間連続吐出における
ノズルロス個数（ノズルが詰まってしまった数）の評価を行った。
　実験は、被記録媒体としてＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）基板上に実施例１～
２５及び比較例１～４のインク組成物を、下記条件で６０分間連続吐出して、露光（露光
量：１０００ｍＷ／ｃｍ2）を行った場合のノズルロス数を数えた。
【０１５５】
＜吐出条件＞
チャンネル数：３１８／ヘッド
駆動周波数：４．８ｋＨｚ／ｄｏｔ
インク滴：７滴、４２ｐｌ
温度：４５℃
【０１５６】
＜評価基準＞
　Ａ：ノズルロスが０個以上５個未満
　Ｂ：ノズルロスが５個以上１０個未満
　Ｃ：ノズルロスが１０以上
　Ａ又はＢが許容されるレベルであった。
【０１５７】
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【表２】
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